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〈採卵鶏特集〉─食農リサーチ─

義と合わせて、食の安全保障の観点からも重
要な意義があるといえる。

2　育種改良体制
卵用国産鶏種の育種改良体制については、岡

崎牧場が、種鶏のもととなる育種素材鶏の系統
造成を行い、都道府県と民間（３社あるうち２社
は小規模）はこれを利用して組合せ検定等の能
力検定を行い、種鶏の改良と実用鶏の作出（岡
崎牧場も実施）を行っている。（第１図参照）

3　卵用国産鶏種の作出、普及状況
（1）　国、都道府県

農林水産省が策定する「鶏の改良増殖目標
（直近は2015年３月）」では、卵用国産鶏種の産
卵能力は外国鶏種と比較しても遜色はないも
のの、卵質面等で外国鶏種との特色の違いを

2018年度のわが国の鶏卵の自給率は96%と
高い水準にあるが、卵を産む卵用鶏は海外の
数社の巨大な育種会社が改良した外国鶏種が
大半を占め、国産鶏種のシェアは４～５%に
すぎない。これは、1962年の外国鶏種の輸入
自由化以降、採卵養鶏の大規模化の進展に伴
って、生産効率が高く（産卵率が高く飼料要求
率が低い）、斉一性（産卵率などの能力が一様）も
高いヒナを大量に供給可能な外国鶏種のシェ
アが高まったためである。
こうした状況のなかで、卵用国産鶏種の育

種改良、普及の意義とその動向についてみて
いく。

1　国産鶏種の意義
国の畜産振興政策において、（独）家畜改良

センター岡崎牧場（以下「岡崎牧場」）が、卵用
国産鶏種の育種改良を中心的に担っ
ている。岡崎牧場は、国産鶏種の育
種改良、普及に取り組む意義とし
て、①わが国特有の消費ニーズ（生
食など）への対応、②緊急時（鳥イン
フルエンザ発生など）にも一定の供給
確保、③蓄積された広範囲な養鶏技
術の維持および種の確保の３点を挙
げている。
①に関しては、例えば、卵かけご

飯に適した黄身の大きな卵など付加
価値の高い鶏種の開発は、地域振興
や中小規模の採卵養鶏の存続につな
がることが期待できる。
②は、鳥インフルエンザ発生等で

外国鶏種の輸入がストップし国内生
産に支障が生じることのリスクヘッ
ジの役割を担うものであり、③の意

理事研究員　堀内芳彦

卵用国産鶏種の育種改良と普及推進

第1図　卵用国産鶏種の育種改良体制

出典 令和元年度鶏改良推進中央協議会・農林水産省「中央情勢報告（鶏をめぐる情勢
等）」

（注） 1 国産鶏種とは、家畜改良センター、都道府県および民間の関係機関の連携の下
に日本国内で育種改良された種鶏と、これから生産された実用鶏。

 2 系統造成とは、素材として個体群を対象に選抜と交配を繰り返すことにより、遺
伝的に優良な斉一な集団（系統）を作出する改良方法。

 3 組合せ検定とは、造成された複数の系統について、最も大きな雑種強制効果を
発揮する組合せを見出すため交配し、その産子を検定する方法。
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アを有している。
近年、シェアはやや低下しているようだが、

４%を維持できているのは、岡崎牧場と連携
した育種改良で外国鶏種に引けを取らない産
卵能力（「さくらNEO」で産卵率85.6%、年平均採
卵量53.9g、50%産卵日齢145日、飼料要求率2.15）
があり、日本の気候風土に適合し寒さなどの
ストレスや病気に強い特徴を有しているため
である。また、自社で系統造成、組合せ検定
から増殖、販売までを行っていることで、育
種の段階までトレーサビリティを開示できる
ことがPRポイントとなっている。

4　普及拡大に向けて
低迷する卵用国産鶏種の普及拡大には、そ

の卵の販売拡大が必要である。国産鶏種を採
用する中小規模の生産者であっても、自社直
売店での販売、加工品の販売、食堂での卵か
けご飯の提供等で付加価値を付け販売を拡大
する動きもみられる。岡崎牧場では、14年に
こうした取組みを行う生産者で構成する「卵
直売店ネットワーク」をスタートさせ、優良
事例の紹介や関係者の情報交換を行い、販売
拡大のノウハウの蓄積を図っており、今後、
その成果が期待される。

（ほりうち　よしひこ）

いかに示していくかが課題とされている。
国、都道府県では、外国鶏種との差別化を

図るため、近年、消費者ニーズの多様化等に
対応して特色のある卵を産む鶏の作出が進め
られてきた。18年度時点で実用鶏として作出、
出荷されているのは、７県と岡崎牧場の合計
で９銘柄、年間出荷羽数は196千羽で（第１表
参照）、全国の出荷羽数114百万羽に占める比
率は0.2%にすぎない。
最も出荷羽数の多い「卵用名古屋コーチン」

は、愛知県が00年に作出し、直近５年間は「肉
用名古屋コーチン」のブランド力もあり、10
万羽前後の出荷羽数が維持されている。
第２位の「岡崎おうはん」は、岡崎牧場が

08年に作出し、当初は業界誌でのPR等の効果
で年間８～10万羽を出荷していたが、15年以
降は採算面等から生産者が減少し出荷羽数は
５～６万羽程度まで減少した。このため、16
年には岡崎市内の食にこだわる飲食店が、地
元の観光を担う地域資源としての活用を目指
し、「岡崎おうはんを普及する会」を発足させ、
認知度向上に取り組んでいる。
（2）　民間（（株）後藤孵卵場）

民間では岐阜県の（株）後
ごとうふらんじょう

藤孵卵場が92年に
作出した赤玉鶏「もみじ」と03年に作出した
交配鶏「さくらNEO」が合わせて４%のシェ

開発組織 名称 交配様式（♂×♀） 特徴 年間出荷羽数
青森県 あすなろ卵鶏 あすなろⅡ×白色レグホン（太卵黄系）青森県をイメージする青緑色の卵殻で黄身が大きい 3千羽

千葉県 アローカナ交雑鶏 （アローカナ×白色レグホン）×
レッドラインロード 青緑色の卵殻で産卵率は88%と良好 7千羽

福井県 福地鶏 ウエミチレッド×岡崎おうはん 黄身が大きく白身に弾力性のある卵肉兼用の赤玉卵 4千羽
愛知県 卵用名古屋コーチン 名古屋種×名古屋種 卵殻はさくら色で黄身が濃厚で乳化性が優れる 97千羽
香川県 卵用讃岐コーチン 卵用讃岐コーチン×卵用讃岐コーチン 卵殻は赤褐色で黄身が濃厚で白身は透明度が高い 6千羽

高知県 土佐ジロー 土佐地鶏×ロードアイランドレッド 40g程の小ぶりの卵で黄身は盛り上がり濃厚な味
わい 20千羽

大分県 おおいた烏骨鶏 烏骨鶏（大分系） 一般的な烏骨鶏の3倍強の産卵率50% 1千羽

岡崎牧場 岡崎おうはん 横斑プリマスロック×
ロードアイランドレッド ピーク産卵率が98%と高く黄身が大きい卵肉兼用種 54千羽

岡崎牧場 岡崎アロウカナ アロウカナ×白色レグホン ピーク産卵率を80%に高めた緑色の卵殻で黄身が
大きい 4千羽

資料  令和元年度鶏改良推進中央協議会・（独）家畜改良センター岡崎牧場「鶏改良に関する取り組み状況（卵用鶏）」
（注） 年間出荷羽数は岡崎牧場の聞き取り調査。
　　上表以外に民間でも出荷（卵用鶏出荷羽数の約4%）している。

第1表　 各県、国における卵用銘柄鶏の作出・出荷状況（2018年度）
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ふん処理への対応で規模拡大が難しいなか、
「自社で作り、自社で高く売る」ことをモットー
に、比較的早い時期から、ヒナを独自に育

いく

雛
すう

・
育成し、栄養バランスを考えた自家配合飼料
を給餌してきた（第１表）。また、GP（Grading 
and Packing）センター

（注）

を設置し、生活協同組
合等への独自販売に取り組んできた。

2　導入のきっかけはEU視察
同社は、1999年にスイスでエイビアリーを視

察したことをきっかけに、導入を検討し始めた。
現社長によると、バタリーケージで飼養さ

れた鶏は人に驚がく反応を示すが、視察先の
鶏はストレスを感じている様子がなく、人に
興味を示して近づいてきたという。現社長は、
鶏の生き生きとした姿に喜びを感じるととも
に、飼養環境に関心を寄せる消費者の共感を
得られると考えた。

3　鶏舎の設置に一工夫
鶏が巣箱で産卵し、止まり木で休息するに

一部の消費者は、鶏卵の機能性だけでなく
採卵鶏の飼養環境にも関心を寄せている。
鶏の飼養施設について見ると、国内では、

金属製のカゴを複数段積み重ねたバタリーケ
ージ（Buttery cage）が広く普及している。バタ
リーケージは単位面積当たりの飼養羽数が多
いものの、鶏の行動が制限される。一方、飼
養環境に配慮した施設の一つとしてエイビア
リー（aviary）があり、EUで導入が先行してい
る。エイビアリーとは、バタリーケージと比
べて単位面積当たりの飼養羽数を減らし、巣
箱のある産卵エリアや砂浴びのできる運動エ
リア等を備えることで、鶏の自由な行動が可
能となるように配慮された施設である。
国内で初めてエイビアリーを導入した有限

会社丸一養鶏場を事例に、鶏卵の高付加価値
化と販路確保について紹介する。

1　 経営方針は「自社で作り、自社で高く売る」
同社はバタリーケージで15万羽、エイビア

リーで２万羽を飼養している。農地確保や鶏

研究員　福田彩乃

飼養環境に配慮した鶏卵の高付加価値化と販路確保
─ 有限会社丸一養鶏場（埼玉県寄居町） ─

取り組み
飼養羽数（万羽） 主要な販路

バタリーケージ エイビアリー バタリーケージ エイビアリー
1970年

2000年

2020年

丸一養鶏場法人化（70年）
自社農場に育雛・育成鶏舎設置（72年）

GPセンター設置（74年）

飼料配合プラント設置（80年）

現社長就職（92年）

海外視察（99、00、01年）
エイビアリー育成舎設置（02年）
　（全国的な鳥インフルエンザ流行（04年））

エイビアリー成鶏舎設置（06年）
自社ブランド「エコッコ」販売（07年）

エイビアリー増設（12年）
 増設（20年・計画）

13

15

1

2

生活協同組合
（73年）

スーパー等
（随時）

ネット販売
（00年）

ネット、直売所（07年）
有機農産物専門のスーパー（随時）
オイシックス・ラ・大地株式会社
（12年）

資料  聞き取りをもとに作成

第1表　 丸一養鶏場の取組み
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者ニーズに対応するため、海外の事例を参考
としながら、国内でいち早くエイビアリーを
導入した。そして、販売先が拡大したことで、
飼養羽数を増やしている。
同社によると、外資系の小売店やホテルで、

飼養環境に配慮した卵の需要が増えつつあり、
国内の一部大規模生産者がエイビアリーを導
入し始めているという。そうした変化を受け、
同社はより一層、安心・安全を訴求するため、
17年にJGAP家畜・畜産物認証を取得した。
また、近々エイビアリーの成鶏舎を増設し、
飼養羽数を更に増やす計画だ。
現社長は、中長期的な消費者ニーズや実需

の動向を見ながら、有機認証の取得にも挑戦
する考えである。国内におけるエイビアリー
導入先駆者の、今後の展開に注目したい。

は、育成期間中（孵
ふ

化
か

後40～
120日）の習慣づけが必要と
される。そこで同社は、
2002年に専用の育成舎を新
設した。成鶏舎は、04年に
全国的に発生した鳥インフ
ルエンザの沈静化を待ち、
着工した。
運動エリアの設置は、屋

内だけでなく、鶏が自然光
を浴びることができるよう
屋外にも設置することとし
た（第１図）。その際、野鳥
等との接触による防疫上のリスク排除のため、
屋根と金網で囲んでいる（写真）。

4　販路確保に向けた地道な取組み
同社は成鶏舎が完成した06年に、まず１万

羽を飼養することとした。同時に自社オリジ
ナルブランド「エコッコ」を立ち上げ、イン
ターネットや地元農協の直売所で販売した。
その後の販路確保に当たっては、社長自ら、

取引金融機関が主催する商談会へ定期的に参
加した。現社長は、高価格販売を維持するた
め、飼養環境を消費者やバイヤーに理解して
もらうことが重要としている。そこで、鶏舎
内の様子を撮影した動画を自社webサイト内
に掲載するとともに、積極的に鶏舎の視察を
受け入れ、丁寧な説明を心掛けているという。
こうした地道な営業活動の結果、有機農産

物を専門に取り扱うスーパーとの取引が徐々
に拡大した。12年には有機農産物等の宅配サ
ービス大手のらでぃっしゅぼーや株式会社
（現・オイシックス・ラ・大地株式会社）との取引
を開始し、バタリーケージの鶏卵と比べて２倍
以上の価格で販売している。新規取引に合わ
せて鶏舎を増設し、２万羽まで増羽している。

5　環境変化で、更なる訴求を
同社は、鶏の飼養環境に関心を寄せる消費

（注）GPセンターとは、原卵を洗浄、検査、包装、
出荷を行う施設。

　＜参考文献＞
・ 畜産技術協会（2019）「アニマルウェルフェアの考え方に
対応した採卵鶏の飼養管理指針」

（ふくだ　あやの）

資料 丸一養鶏場提供

第1図　丸一養鶏場のエイビアリーの概略図

休息エリア（止まり木）

給餌飲水エリア

給餌飲水エリア

室内運動エリア 室内運動エリア室内運動エリア屋外運動エリア

出入口

産卵エリア

産卵エリア

写真　 同社の屋外運動エリア（丸一養鶏場提供）

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp/
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〈採卵鶏特集〉─食農リサーチ─

2　鶏卵生産のこだわり

種鶏は育
いく

雛
すう

事業者等から120日令の大
だい

雛
すう

を
導入しており、高価格で販売できる赤玉鶏の
ボリスブラウンが半分を占め、白玉鶏はジュ
リア系を飼養している。農場の地下200mから
くみ上げた地下水をセラミックで浄化して給
水し、飼料は非遺伝子組み換えトウモロコシ
を中心とする同社指定配合飼料を鶏舎ごとに
成分調整して給餌している。
４種類のブランド卵を生産しており、トッ

プブランドは飼料にパプリカエキス配合・ビ
タミンを強化した「こだわり雅味」、黄身の色
合いと昔ながらの味にこだわった「黄味の
郷」、ビタミンE強化の「ちゃめっけ卵」、そ
して白玉のレギュラー卵的位置づけなのが
「もちはだ卵」だ。
主力となるセミウィンドレス鶏舎は冷涼な

気候を利用した換気を行い、鶏舎12棟で総飼
養羽数は38万羽、年間出荷量は6,700トンだ。

3　直売所の開設と卵加工品への取組み

価格変動に左右されない経営を目指し、各
地の生産者直売所を見学しながら直売所の形
を模索していたが、02年に現社長の富澤太郎
氏が入社したのを契機に、03年に直売所「た
まご市場　卵太郎」を本社内に開設した。当
初は殻付き卵のみ販売していたが、若年層を
含む顧客層を広げるため、卵を利用したお菓
子製造に職員とともに取り組んだ。厨房機器
メーカーのインストラクター等から指導を受
け、出来上がった試作品は来店客から試食ア

鶏卵の国内流通量は約270万トンと横ばい
で推移するなか、自給率は95%程度と高いた
め、鶏卵価格は国内生産動向に大きく影響を
受ける。採卵鶏経営では卵価の変動に左右さ
れないように、一定の価格で販売できる付加
価値の高いブランド卵（特殊卵）の生産、地元
客への直売、１割ほど生じる規格外卵の加
工・販売に取り組むのが収益確保のポイント
だ。卵の生産と需要は季節変動によるギャッ
プも起きるので、消費者ニーズをとらえたバ
ランスのある販売力が求められる。
鶏卵生産から直売所で鶏卵加工・販売まで

行う有限会社三喜鶏園（以下「同社」）の取組み
を紹介したい。

1　創業50年を迎える事業の歴史

1969年に同社会長の富澤素行氏は、家業の
養蚕・農業から当時脚光を浴びていた採卵鶏
生産に取り組むため同社を設立し、当時とし
ては大規模な２万羽規模から飼養を開始した。
78年にはより良い生産環境を求めて、榛名山
西麓標高600mの高崎市倉渕町に水沼農場を開
設した。農場用地は追加拡張分も含めて12ha
の広大な用地を確保した。88年にはウィンド
レス鶏舎とGPセンター（鶏卵選別包装施設）お
よび本社を現在地に建設して事業基盤を固め
ている。2001年からコンピューター管理がで
きるセミウィンドレス鶏舎に順次移行し、05
年には飼養規模30万羽に到達。08年に第２GP
センターを開設して着実に量産体制を整備し
てきた。

取締役食農リサーチ部長　北原克彦

こだわりの卵と卵加工品で目指す三方よしの経営
─ 有限会社三喜鶏園（群馬県高崎市）の取組み ─

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp/
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る。

4　経営理念は「三喜」の実践

社名「三喜鶏園」の三喜は、売り手（従業
員）、買い手（お客様）、世間（地域社会）の三方
よしを表しており、当社はその理念の実践を
大切にしている。特に地域社会との交流では
地元小中学生の体験学習を受け入れている。
小学生には「町探検」に協力して店舗見学を
行い、中学生の仕事体験学習「やるベンチャ
ー」では、１週間かけて卵の加工品の製造か
ら販売までを体験する受入プログラムを対応
している。また、地元野菜農家向けに鶏糞堆
肥の優先販売にも取り組んでいる。
今後の長期的取組みとして、アニマルウェ

ルフェアに対応した農場施設の整備を行い、
より鶏のストレスを軽減させ、ブランド力の
向上と直販比率のアップを目指している。さ
らに、飼養規模の着実な拡大と直営店での卵
料理の提供（イートインスペースの設置）も検討
したいと富澤社長は語る。
同社は地域を基盤にした持続可能な畜産経

営のモデルとして、優れた取組みを行ってい
るといえよう。

（きたはら　かつひこ）

ンケートを半年ほど取り続け、最初にシュー
クリーム・たまごプリンを開発した。原料卵
は自社生産の「こだわり雅味」だけを豊富に
使用して、素朴な濃い味をだしている。職員
とともに行う新商品開発は、卵の味が濃厚に
感じられる母親が作ったおやつをイメージし
ているという。
また、規格外卵は、鶏卵卸売会社へ加工原

料として販売するだけではなく、直売所で「大
玉」（２L、３Lや二黄卵）、若鳥が産卵開始直後に
産む小さな「初産み卵」、汚れなどがある「ず
っこけ卵」などと銘打って有利販売している。
12年には元養蚕農家の自宅を改装した新店

舗をオープンした。お菓子のラインナップは
バウムクーヘン・カステラ・クッキー・ラス
クなどが加わり20種類にも増やした。直売所
の日商も開設時の15万円から直近では40万円
を超えるまで伸長し、同社売上高（18億円）の
１割近くを占めるようになってきた。午前10
時の開店前から行列のできる繁盛店として、
地元での知名度も高い。
現在は食品等事業者を対象に制度化される

HACCP（Hazard Analysis and Critical Control 
Point）のなかで「HACCPの考え方を取り入れ
た衛生管理」の導入に向けて準備を進めてい

 飼料、鶏舎環境に配慮した「こだわりの卵」売り場 「こだわり雅味」を原料にしたバウムクーヘンなどの
お菓子（筆者撮影、以下同じ）

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp/
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〈採卵鶏特集〉─食農リサーチ─

主要業務で、売上構成は液卵が８割、凍結卵
が２割弱である。同社では、自社の液卵製造
量が、国内製造全体の約１割のシェアを占め
るとみている。
一般に、鶏卵生産量のうち10～15%が過小

卵等の家庭向け規格に適さない規格外卵であ
る。これらを、液卵、凍結卵の原料として主
に用いている。同社は、鳥インフルエンザ等
の発症リスクを勘案し、仕入先となる採卵養
鶏の経営体を全国に分散させ、基本的に通年

鶏卵は、殻付き卵として家庭等で消費され
るだけでなく、割卵し殻を除いた液卵や凍結
卵として、食品メーカー等で様々な製品の原
料に用いられる。
液卵需給は、統計の制約から把握が難しい。

そこで鶏卵の全体的な需給を踏まえたうえで、
主要な液卵製造企業であるイフジ産業株式会
社（福岡県粕屋町）を事例に、最近の動向を紹
介する。

1　国内鶏卵生産の半数が業務・加工向け
鶏卵消費量のうち９割超が国産で、その生

産量は、2000年以降、年間250万トン程度と横
ばいで推移してきた（第１図）。しかし、15年
から増加基調に転じ、18年は263万トンである。
これにはコンビニエンスストアのデザートや、
惣菜での卵焼き等の需要が旺盛となったこと
が影響している。輸入は、殻付き卵に換算す
ると、18年は11万トンで、11～14年に比べて
減少している。
農林水産省が推計した17年の鶏卵の家計お

よび業務、加工用での需要量を示したのが第
２図である。国内生産量のうち家計での消費
が半数を占め、業務用が３割、加工用が２割
である。
家計での消費割合の長期的な変化をみる

と
（注）

、1990年の57.2%から2005年の50.5%へと低
下した。その後は、ほぼ横ばいとなり、鶏卵
の消費量は、家計と業務・加工用がほぼ半数
ずつで推移している。

2　イフジ産業の事例
ここで紹介するイフジ産業は、鶏卵加工が

主任研究員　長谷川晃生

鶏卵消費と拡大する液卵需要

280

260

240

220

200

0

（万トン）

10年度 11 12 13 1514

第1図　鶏卵需給の推移

181716

資料 農林水産省「鶏卵流通統計調査」、財務省「貿易統計」
（注） 1 2018年度は概算値。
 2 輸入は殻付き換算。輸出は掲載省略。

生産量 輸入量 消費量

251

11

250

14

250

12

252

12

250

13

254

11

256

10

260

11

263

11

資料 農林水産省「食肉鶏卵をめぐる情勢」（2019年8月）

第2図　2017年の鶏卵の家計、業務・加工用の
需要量（推計値）

国産
約
260
万トン

輸入
約11
万トン

【輸出】

主に香港向けに
殻付き生卵

約0.5万トン
【家計消費用】

約130万トン

【業務用】（飲食店等）

約78万トン

約0.2%

約50%

約30%

【加工用】食品メーカー等
約52万トン

菓子パン、菓子等の原料、
ハム・ソーセージのつなぎ

約11万トン

約20%

農林中金総合研究所 
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4　拡大する液卵需要
同社の鶏卵加工事業における販売数量は、

04年から12年にかけてほぼ横ばいであったが、
13年以降、液卵を中心に、増加に転じている
（第３図）。
同社によると、コンビニエンスストア、中

食での総菜、冷凍食品等の需要が拡大するな
かで、品揃えの充実と積極的な営業活動によ
り需要を取り込めたことが増加の一因と考え
ている。また、飲食店等の調理現場での人手
不足から、割卵作業が困難となり、液卵利用
が広まったことも影響しているとみている。
同社では、人手不足を背景とした、殻付き

卵から液卵へのシフトが今後も継続すると見
込んでいる。このように液卵需要が拡大する
なかで、生産量や価格が大きく変動する鶏卵
をどのように安定的に調達していくのか、今
後の展開に注目していきたい。

（はせがわ　こうせい）

契約により購入している。
工場は、４か所（茨城、愛知、京都、福岡）に

あり、工場毎に定期的（毎週特定の曜日）に仕入
先から調達している。
生産量が少なく高卵価の時期は、必要量確

保のために規格外だけでなく通常卵も購入す
るという。安定調達のために、スポット的な
通常卵の購入を避けることが重要と考え、調
達量の一部について、14年から特定の仕入先
と通常卵も含めた通年での全量買取を始めた。

3　液卵の種類と販売先
食品メーカーでの液卵利用のメリットとし

て、割卵の手間を省くことによる作業効率の
向上、保管スペースの削減等が挙げられ、液
卵を多く用いる製菓、製パンメーカーは、一
般的に自社での割卵ではなく、液卵を購入し
てきた。
同社の販売先は、製菓、製パンメーカーを中

心に、マヨネーズや総菜メーカー等と様々で
ある。第１表のように、砂糖調味済みの全卵・
卵黄、メレンゲのための卵白等と様々な商品
を提供している。また、未殺菌液卵も取り扱
っているが、注文の多くは殺菌済みである。
納品は、専用タンクローリーやタンクまた

は注文量に応じて様々なサイズ（１～16kg）の
容器で対応している。
消費期限は、殺菌液卵の場合、製造日から

４～６日である。鶏卵消費は例年４～９月に
落ち込む傾向がある。そこで、液卵を冷凍し、
保存性を高めた凍結卵（賞味期限１～２年）を夏
場に製造し、冬場の需要期等に出荷すること
で、同社は需給のアンバランスを調整してい
る。

（注）総務省の家計調査等を基にした、一人 1日当た
りの家計用と業務・加工用の鶏卵消費割合（推計
値）による。データの出所は、北海道農政部（2019）
「北海道の採卵鶏をめぐる情勢」。

種類 殺菌の有無 主な用途

全卵

ホール 未殺菌 ケーキ、シュークリーム、
パン、洋菓子、和菓子

全卵 殺菌・未殺菌 パン、ビスケット、玉子焼、
玉子とうふ、茶碗蒸し

加糖全卵 殺菌 ケーキ、洋菓子

卵黄
卵黄 殺菌・未殺菌 洋菓子、和菓子
加糖卵黄 殺菌 洋菓子、和菓子

卵白 卵白 殺菌・未殺菌 練製品、洋菓子、和菓子
資料  イフジ産業Webサイト
（注）  ホールとは割卵したままの未かくはんのもの。

第1表　 イフジ産業の液卵の主な種類と用途

6

5

4

3

2

1

（万トン）

10
事業
年度

131211 14 15 16

第3図　イフジ産業における液卵等の
販売数量の推移

17 18

資料 イフジ産業「株主通信」
（注） 数量は液卵・凍結卵等の合計。

農林中金総合研究所 
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〈採卵鶏特集〉─寄稿─

給を保つ成熟期に到達する。1980年頃である。

2　適正規模の節目
小規模経営が長期間続いていたことは先ほ

ど述べたが、１戸当たり飼養羽数が100羽台に
達するのは1970年代、1,000羽に達するのは 
1984年と各々15年を要している。
ここで次の第１表に示す1990年代初頭の動

きに注目したい。
1989年と90年を比較して、それぞれの項目

の数字に目立った変化はないが、1990年と91
年では飼養戸数と１戸当たり飼養羽数が明ら
かに変化している。これは1991年以降、飼養
羽数300羽未満の飼養者が統計から除外され

最近の家計消費からみたスーパーマーケッ
トの購買率ランキングTOP10は、１位が豆腐、
２位が鶏卵、３位が牛乳となっている。２位
の鶏卵は1960年代の高度成長期にも、日本人
が好きなもの上位三傑、巨人、大鵬、卵焼き
に入っており、その人気は根強いものがある。
2018年の国民１日１人当たり鶏卵の消費量

は56.3g、10年前（2008年）の53.5gと比較しても
ほぼ横ばいである。
今回は、鶏卵の生産体制、特にその主体が

大きな転換を見せる1980年から90年にかけて
の動向を振り返り、現在の企業規模について
考えてみたい。

1　家族経営が長く続いた採卵養鶏
採卵養鶏業は農家の副業として、貴重な現

金収入源であった自給養鶏から始まる。当初
の形態は農家の家内労働によるものであり、飼
養羽数は１戸当たり数羽から数十羽であった。
１戸当たりの飼養羽数の統計を遡ってみる

と、1906年の１戸当たりの飼養羽数は６羽、
その50年後、1956年のそれはまだ 10羽でしか
ない。この間、戸数は増加しているものの、
依然として小規模経営の形態が長期間続いて
いたことがわかる。
自給・ 副業の農家養鶏は、やがて一部が羽

数を増やしつつ複合・主業養鶏業に向かい、
他方で農協が小規模農家養鶏を組織化し、30
万羽規模の養鶏団地構想などの施策を全国に
展開する。
養鶏熱が高まる中、高度成長期を前後して

育種改良やウィンドレス鶏舎などの新技術が
導入され、さらに生産量を拡大しながら国内需

北海道大学 大学院農学研究院 博士（農学）　大森　隆

適正規模を超えたか、採卵鶏企業

年次 飼養戸数 飼養羽数
（千羽）

鶏卵生産量
（千トン）

1戸当り羽数
（羽）

1989 94,400 138,988 2,423 1,472
90 86,500 136,961 2,420 1,583
91 10,100 139,298 2,536 13,792
97 6,530 146,152 2,573 22,382
98 5,390 145,299 2,536 26,957

資料  飼養戸数、飼養羽数は農林水産省「畜産統計」、鶏卵生産は農
林水産省「食料需給表」を基に作成

（注） 飼養羽数は成鶏めす。

第1表　 採卵養鶏の動向（1989年～98年）

第1図　経営主体別飼養羽数

資料 農林水産省「畜産統計」
（注） 協業経営はその他に含めた。
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き、2018年の国内鶏卵総生産量は263万トンで
ある。
その過程において鶏卵価格安定基金が創設

され、1970年代からは生産調整政策が出され
た。その遵守をめぐっては国会を舞台にヤミ
増羽問題が取り上げられたほどである。この
経過については別稿

（注）
に譲るが、大手企業での

天
てん

網
もう

のすり抜けは目を覆うものがあった。第
２図は北海道の実態である。大企業至上主義
者はその後も増羽したが、中小の企業は投資
を行い得ず、上位企業に吸収される結末とな
った。生産調整も実効性を保てず2004年に終
了する。

4　おわりに
発展する業界では例外なく他の大型資本が

参入し、業界が混迷するパターンはよくある
が、採卵養鶏業も例に漏れない。
1990年前後に支配的となる企業養鶏は、工

業養鶏とか装置産業などと異名を持つ業界へ
変貌した。
疾病や自然災害が多発するようになり、さ

らにはアメリカでのアニマルウェルフェア
（AW）の動向が日本にも波及すると考えられ
る。量の増大は質の低下を招くという。採卵
養鶏の集積というリスクをもう一度立ち止ま
って考える時が来たと言えなかろうか。

（おおもり　たかし）

たことが原因なのだが、このことから
次のことが読み取れる。
第一に、1991年の飼養羽数300羽未

満の小規模飼養者は直近の減少率を加
味してもおよそ69,500戸、全体の87%
も存在していたこと。第二に、統計上
に残る飼養戸数は前年の13%程度まで
に激減するが、鶏卵生産量は逆に増加
していること。
また、1998年には飼養羽数1,000羽

未満の飼養者が統計から除外された
が、当該除外戸数は1,140戸、自然減を加味す
ると約1,000戸、全体の15%程度と推測できる。
この時点では依然として農家の副業養鶏は残
っているものの、もはや鶏卵生産全体には影
響を及ぼしていない。
以上のことから、1991年に小規模農家養鶏

は統計上だけでなく、事実上生産者の立場か
ら除外されたのである。
第１図で採卵養鶏の経営主体別の飼養羽数

の動きを見ても、まさに1990年辺りで農家と
会社の飼養羽数が逆転しており、大きな構造
転換が起こったことがお解かりであろう。会
社の飼養割合はその後も進んで、現在では
90%となっている。ちなみに、同様に企業化
が進んでいる養豚経営では、1992年に34%、
現在では80%であるから採卵養鶏での企業割
合の高さがわかる。

3　生産調整と足並みの乱れ
このような規模拡大が進む中、鶏卵は過剰

生産と生産調整時代に突入する。総生産量の
200万トン超は1980年に始まり、わずか８年で
国内需要適合量である240万トンに到達した。
その４年後1992年の総生産量は257万トン、そ
れ以降、国内生産は250万トン台と過剰が続

（注）大森隆ほか（2018）「採卵養鶏部門における生産
調整の実施とその帰結」『農経論叢』第72集。
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第2図　北海道での生産調整下の規模別増羽状況（1990年）

500

資料 北海道養鶏会議資料より作成
（注） 北海道内の3万羽規模以上の会社を対象とした。
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〈レポート〉農林水産業

理事研究員　清水徹朗

ゲノム編集食品の可能性と懸念

基配列が生物の性質を決定していることを意
味する。
したがって、DNAの一部を改変、あるいは

別の遺伝子を挿入すれば、その生物は新たな
性質を獲得することになる。そして、90年代
より農業分野において遺伝子組み換えが実用
化され、現在では米国をはじめ多くの国でト
ウモロコシ、大豆等の遺伝子組み換え作物が
栽培されている。
しかし、遺伝子組み換えは、①生態系への

影響、②食品としての安全性、③大企業によ
る農業（種子）支配などの問題点が指摘されて
おり、生物多様性影響評価、食品安全性評価
は行われているものの、消費者の懸念や環境
団体からの批判は消えておらず、推進派との
対立が続いている。
現在、世界で栽培されている遺伝子組み換

えの大豆、トウモロコシ、ナタネ、綿花などは
主に加工用、飼料用であり、日常的に直接口に
入る米や小麦では遺伝子組み換えは導入され
ておらず、家畜の遺伝子組み換えも実用化に
至っていない。また、日本は米国等から遺伝子
組み換えのトウモロコシ、大豆を大量に輸入
しているが、日本国内で生産・販売されている
のは観賞用の花（青いバラ等）のみである。

3　画期的なクリスパーによるゲノム編集
これまでの遺伝子組み換えでは、アグロバ

クテリウム（微生物）やパーティクルガン（金属
微粒子）によって遺伝子を注入していたが、こ
れらの方法では導入しようとする遺伝子がど
こに入ったのかは不明であり効率も悪かった。

1　新たな段階に入った生命科学
人類にとって「生命」は「宇宙」「心」ととも

に長きにわたって未解決の問題であり、かつ
ては神話や宗教のなかで語られ、また古代（ギ
リシャ、インド、中国）より多くの哲学者が様々
な解釈を行ってきた。しかし、物理学を中心
とする近代科学の発展によって、それまで神
秘のベールに包まれていた現象が「科学的」
に解明されるようになり、またそれが「技術」
として現実社会に活用されるようになった。
生物学においても同様であり、細胞の発見、

ダーウィン進化論、メンデル遺伝法則などに
よって生命現象の解明が進み、とりわけ遺伝
子DNAの二重らせん構造（1953）とタンパク質
生成メカニズム（60年代）の発見を核とする分
子生物学の成立は、生命現象を分子レベルで
明らかにしたという意味で画期的であった。
その後、人類は遺伝子の人為的な形質転換

（組み換え）に成功し、人間の全遺伝子（ヒトゲ
ノム）の解読も完了した。さらに近年では、
iPS細胞が作製され、またより高い精度で遺伝
子を操作できるゲノム編集技術が開発される
など、生命科学は新たな段階に入っている。

2　遺伝子組み換え技術の開発と利用
分子生物学は、遺伝子の本体がDNA（デオ

キシリボ核酸）という巨大分子であること、
DNAの塩基配列（A、G、C、T）がアミノ酸（20
種類）の配列を決定し、そのアミノ酸配列がタ
ンパク質そのものであることを明らかにした。
人間を含む生物の生命活動を担っているのは
タンパク質であるため、このことはDNAの塩
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しかし、その後、人工制限酵素ジンクフィン
ガーヌクレアーゼ（ZFN）やTALENによるゲ
ノム編集技術が開発され、標的とするDNAの
改変が可能になった。
ただし、ZFNとTALENはいずれも高コス

トで高い技術を必要とするものであり、こう
したなかで2012年にシャルパンティエとダウ
ドナという二人の女性研究者によって開発さ
れたクリスパー・キャス９（CRISPR/Cas９）は、
簡便で安価なゲノム編集技術として衝撃をも
って迎えられた。クリスパー・キャス９は、
古細菌がウィルスから身を守るための免疫機
構を利用しRNAを使ったゲノム編集の方法で
あり、改変したい遺伝子の塩基配列（約20塩基）
に対応するガイドRNAを設計すれば標的とす
るDNAを切断することができ（ノックアウト）、
また導入したい遺伝子を狙った部分に組み込
むことも可能である（ノックイン）。

4　ゲノム編集食品のリスクと規制
クリスパー・キャス９の発表後、ゲノム編

集の研究は急速に進展し、既に米国において
ゲノム編集によって新たな性質を付与された
食品（高オレイン酸大豆）が開発されている。さ
らに、現在、ゲノム編集によって、特別の機
能性成分を多く含むトマト、有毒物質を生成
しないジャガイモ、アレルギー成分を含まな
い小麦、肉付きのよい牛・魚などの開発が検
討されている。
ゲノム編集食品の推進者は、ゲノム編集によ

って起きる遺伝子改変は自然界で起きている
突然変異と変わらず、従来の品種改良の延長
線上にあると主張しているが、誤ったDNAの
切断（オフターゲット）やマーカー遺伝子の残留
などが指摘されており、欧州司法裁判所は、ゲ
ノム編集は従来の遺伝子組み換えと同様の規
制対象とすべきとの判断を示した（2018年７月）。

こうした世界の動向を受け日本政府も対応
が迫られ、環境省・農林水産省と厚生労働省
は、外部から遺伝子を導入しないゲノム編集
は遺伝子組み換えとみなさず、カルタヘナ法
（生物多様性）や食品衛生法（食品安全性）の対象
としないという方針を示し、また消費者庁は
ゲノム編集食品の表示を義務付けないことと
した（ただし外来遺伝子が残存する場合は遺伝子
組み換えと同じ対応が必要）。政府はゲノム編
集食品の開発者に情報の提供（届出）を求めて
いるが、義務ではなく、国民の十分な理解が
ない状況のなかでの今回の性急な決定は、消
費者の疑念と不安を招いている。

5　課題と展望
ゲノム編集は遺伝子操作の革新をもたらし

たという意味で画期的な技術であるが、ゲノ
ム編集によって人間の遺伝子を操作し人為的
に特別な能力を持った人間（デザイナーベイビ
ー）を生み出すことも可能だとされており、生
命倫理上の問題が提起されている。また、有
毒物質を作製しバイオテロや生物兵器に悪用
される危険性もあり、ゲノム編集の研究・利
用に関しては国際的な規制とルールが必要で
ある。
ゲノム編集を含む近年の生命科学の進展

は、AI（人工知能）、量子コンピューターとと
もに目覚ましいものがあり、人類が現在抱え
ているエネルギー問題、地球温暖化問題、医
療等の困難な課題の解決に寄与するものと期
待されている。しかし、人類は生命現象を全
て解明したわけではなく、ゲノム編集も発展
途上の技術であり過大評価すべきではなく、
農林水産業、食品への応用は慎重に進めるべ
きで、そのためにも十分な論議・検証と国民
理解が不可欠であろう。

（しみず　てつろう）
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〈レポート〉農林水産業

主席研究員　河原林孝由基

新たな協同のかたちへ「ヘーゼルナッツ協同農園」
─ ドイツ・バイエルン州にみる家族農業経営の新展開 ─

させアレルギーがあるが、共同経営ではなく
機械作業の斡旋というかたちで農家にとって
それほど抵抗感のない協同であったことから
支持を得た。
レーンMRは70年に組織され、当初から郡レ

ベルの組織である。郡内には５万1,094haの農
用地と約1,300の農業経営（うち約70%は副業経
営）があるが、うちレーンMRへの参加は農用
地面積３万2,051ha（62.7%）、767経営（59.0%）と
なっている（以降、数値は2019年３月に実施した
ヒアリング調査結果による）。
レーンMRの事業は農業機械作業斡旋のほ

か、農繁期や疾病・事故などの緊急時におけ
る経営支援・家政支援のヘルパー事業が中心
で、ほかに庭の手入れの手伝いや除雪作業等
を行っている。
これらの事業とは別に、新たな事業のオル

ガナイザーとなり別会社を興し取り組んでい
る。そのひとつがアグロクラフト社だ。別会
社とする理由のひとつとして、同州がマシー
ネンリンクの運営を財政的にバックアップし
てきており、新規業務を助成対象から明確に
分離することが州民の理解を得るうえで必要
だったことがある。

3　農村のコンサルタント
アグロクラフト社では郡内に協同組合方式

によってバイオガス発電事業を行う施設を５
つ設置しており、そこに計180の家族農業経営
が参加し、そこから得られる収益は農家経営
にとって貴重な下支えとなっている。
同社マネジャー（Geschäftsführer）のマティ

アス・クレッフェル氏（55歳）は自身が経営す
る養豚（年間2,500頭出荷）と耕種農業（130ha）の
複合経営の傍らで、郡内の小村グロスバール

1　農村のオルガナイザー
ドイツ南部バイエルン州の最北端に位置す

るレーン・グラプフェルト郡内では、家族農
業経営が協同組織を結成して積極的に再生可
能エネルギー（以下「再エネ」）事業に参入し農
業所得を補うことに加え、それを下支えに広
く「地域おこし」につなげようと展開してい
る（河原林2018、2019）。
その中心となる協同バイオガス発電事業

は、当郡マシーネンリンク（以下「レーンMR」）
が2006年に再エネ事業を郡内で推進するため
のコンサルタント会社であるアグロクラフト
社を立ち上げたことに始まる。出資は農業者
同盟の郡支部と折半とした。

2　緩やかな協同“マシーネンリンク”
マシーネンリンクとは、機械作業斡旋を行

う農村自助組織である。E・ガイアースベル
ガー（Erich Geiersberger）がバイエルン州農協
購販売組合連合会（現BayWa社）の広報部長時
代に提唱したもので、1958年に同州で最初に
発足した。機械装備や労働力が不足する経営
とそれが超過する経営を結びつけることによ
り、家族農業経営がもつ構造的問題、つまり
農業生産規模が小規模であっても農業機械装
備が不可避であるため、生産経費が膨張する
一方で農業機械のフル活用や家族労働力の合
理的投下が不十分といったことへの克服を企
図している。
マシーネンリンクの基本構造は、①専任の

マネジャーを配置し、②マシーネンリンク自
体は機械を所有せず、③農作業等の受委託を
仲介し手数料を得るものである。旧東ドイツ
（テューリンゲン州）に隣接する同州では「共同
経営」は社会主義時代の「集団農場」を想起
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ドルフの協同バイオガス発電事業の立ち上げ
をリードしてきた。同事業は11年に創業し、
13年にはこれまでの功績により同村は再エネ
だけで電力需要を100%完全自給している村と
して全ドイツ「再生可能エネルギーによる村
おこし」表彰を受けた。
程なくして、クレッフェル氏らはバイオガ

ス発電施設の隣にヘーゼルナッツの苗を植え
た。ヘーゼルナッツは少し大きめのドングリ
のような木の実でドイツ人はこの果実を好み、
菓子材料などに広く用いられている。６haの
経営耕地面積に1,800本の苗を植えたが、苗か
ら結実するには４～５年程度が必要だ。

4　ヘーゼルナッツ協同農園
現在ヘーゼルナッツは順調に果実が収穫で

きるまでに成長しているが、ここで特筆すべき
は、その経営形態にある。マシーネンリンクや
協同組合方式のように自立した農業経営間の
協力といった形態ではなく、「ヘーゼルナッツ
協同農園」として共同経営農場（Gemeinschaft）
として発足したのである。
共同経営農場にはグロスバールドルフの協

同バイオガス発電事業に出資している17戸の
農家が参加し、農地面積単位での出資（２ユー
ロ/㎡）と共同作業に従事することで、応分の
配当・利益配分を受ける。収穫は９～10月で
果実は熟すと自然落下するので、それを拾い
集める作業を全員参加の共同作業で行った（18
年の収穫量は80㎏、19年は120㎏を見込む）。
ヘーゼルナッツは水はけのよい肥沃な土壌

を好むが、当地は貝殻石灰質土壌に恵まれ、
高品質の果実が収穫できた。クレッフェル氏
の娘がスイス・バーゼルに在住しており、現
地の高級レストランのパティシエにこのヘー
ゼルナッツを紹介したところ、その品質の高
さが評価され相応の価格で安定的に注文（年間
60㎏以上）がくるようになった。このように事
業が軌道に乗りつつあり、18年12月には新た
に２haの農地を取得し新植した。

5　部分的な“共同経営”による下支え
当地における協同の取組みは、マシーネン

リンクに始まり、協同バイオガス発電事業に
みられるように協同組合方式をもって取り組
んだことで、協同による経済的、環境的、社
会的意義を理解・実感して、地域での信頼関
係の醸成が図られてきた。
ここに協同を学び、新しい協同のかたちと

して「共同経営農場」が登場した。農業経営
全体の共同経営化ではなく、ヘーゼルナッツ
のような高付加価値（収益性）が期待できる新
規複合農業部門について共同の経営にして、
参加する家族農業経営それぞれの農業所得の
補完が目指されているのである。
家族農業経営の生き残り戦略のひとつとして、

旧東ドイツに隣接する当地で「共同経営」が選
択されるにいたったことは注目すべきであろう。

　＜付記＞
　本稿は、河原林孝由基（2019刊行予定）「（第 7章）ドイツ・
バイエルン州にみる家族農業経営」村田武編著『新自由主
義グローバリズムと家族農業経営』筑波書房の研究成果の
一部および、その後の研究の進展を踏まえたものである。

　＜参考文献＞
・ 河原林孝由基（2018）「ライファイゼンの精神を今に─
SDGs・パリ協定時代に生きるドイツ・エネルギー協同
組合─」『農中総研 調査と情報』web誌、 1月号
https://www.nochuri.co.jp/report/pdf/nri1801re12_1.pdf
・河原林孝由基（2019）「“トウモロコシだらけ”から“ミツバ
チを救え”─ドイツ・バイエルン州にみる農業と生物多様
性の新局面─」『農中総研 調査と情報』web誌、 7月号
https://www.nochuri.co.jp/report/pdf/nri1907gr4.pdf

（かわらばやし　たかゆき）

 新たに農地を取得しヘーゼルナッツの苗を植えた
中央がクレッフェル氏家族（写真：同氏提供）

農林中金総合研究所 
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主任研究員　田口さつき

新漁業法と都道府県の水産行政
─ 資源管理 ─

れていたこと等もあり、漁業生産量の減少は
続いています。このため、資源を現在の環境
下において持続的に採捕可能な最大の漁獲量
を達成できる水準に維持又は回復させること
を目標として、TACを基本とする新たな資源
管理システムを構築することで漁獲量等の増
大を目指します。」（水産庁（2018））としている。

3　都道府県の職員配置について
このように産出量規制を中心とする資源管

理システムの構築に対して、都道府県の態勢
はどのような状況にあるだろうか。①現行の
TAC対象魚種

（注1）

が全漁獲量に占める割合、②水
産行政職員

（注2）

１人当たりの漁船漁業を主として
いる経営体数をみたものが第１表である。
まず、①であるが現在のTAC対象魚種の占

める割合の高い県は、千葉から北の太平洋側、
日本海側の富山県、石川県、鳥取県、島根県、
そして、三重県、長崎県と特定の県に集中し
ていることがわかる。これらは、まき網など
の特定の漁業が存在している県である。一方、
瀬戸内海に面した県域のようにほとんどTAC
対象魚種が漁獲されておらず、これまでに漁
獲可能量による管理になじみのなかった地域
も多数ある。
②の水産行政職員１人当たりの漁船漁業を

主としている経営体数は平均して22.8経営体
だが、一律ではない。北海道、東北では経営
体に対して職員数が多めに配分されている一
方、瀬戸内海に面した県域では職員数が少な
い傾向にある。
また、①と②には、なんらかの関係が見ら

れず、TAC対象魚種の割合に合わせた人員配

1　漁業法の変更内容
新漁業法の施行に伴い、都道府県の水産職

員の業務が拡大することは必至である。水産
庁は、漁業法見直しの目的は「適切な資源管
理と水産業の成長産業化を両立させる」ため
と説明し、その具体的な内容の１つとして「新
たな資源管理システムの構築」を挙げた。
現行漁業法の下では、知事許可漁業と漁業

権漁業は知事管理漁業として都道府県が許可
や免許を行ってきた。しかし、今後は知事管
理漁業の業務に国の関与・指示が増すだけで
なく、新たな資源管理システムに基づく業務
が加わる。

2　資源管理は産出量規制が中心に
ところで、資源管理の手法は、①漁船の隻数

や規模、漁獲日数等を制限することによって
漁獲圧力を入り口で制限する投入量規制（イン
プットコントロール）、②漁船設備や漁具の仕
様を規制すること等により若齢魚の保護等特
定の管理効果を発揮する技術的規制（テクニカ
ルコントロール）、③漁獲可能量（TAC：Total 
Allowable Catch）の設定等により漁獲量を制限
し、漁獲圧力を出口で制限する産出量規制（ア
ウトプットコントロール）の３つに分けられる。
新漁業法では、第８条（新設）で③の漁獲可能
量による管理を基本とすると宣言した。さら
に水産庁は、漁獲可能量管理の対象魚種が少
なかったことが漁獲量減少の原因であるとし
て、「我が国の資源管理は、許可制度に基づく
船舶のトン数規制などを中心とし、アジ、サバ
などは漁獲可能量（TAC）制度の下で漁獲量管
理を行ってきましたが、TAC対象魚種が限ら

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp/
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置にはなっていない（第１図）。今後、TAC対
象魚種についての管理業務の増加に見合った
人材が確保されるのかが、１つの焦点になる。

4　都道府県の水産行政職員の見解
一方、TAC対象魚種の拡大という政策目標

に対し、鳥取県では「本県のところが直ちに
この適用対象というふうになるかどうかとい
うと、そういうようには、今のところ情勢は
なっていない」と説明している。その一方、
現在ホッケの資源管理が検討されているが、
これに関し、北海道では「道総研は29年から
回復の兆しが見られるとし、浜でも回復を実
感している。沿岸、沖合の協調した自主的な
資源管理を評価し、その継続が重要であり、
これまでの自主的な管理の充実に努めるべき」
（上田（2019））と、漁獲可能量による管理では
なく、自主的な管理の充実が主張された。
このように新たな資源管理システムの構築

に関して早くも国と都道府県の見解のすれ違
いが明らかになっている。

（注 1）クロマグロ、サンマ、スケトウダラ、マアジ、
マイワシ、マサバおよびゴマサバ、スルメイカ、
ズワイガニの 8魚種である。

（注 2）水産行政職員とは、漁業調整取締、漁場整備、
水産技術の改良普及、その他水産業に関する仕事
を行う職員。

　＜参考文献＞
・ 上田克之（2019）「ホッケをめぐって沿岸漁業者が悲痛の
訴え─地元が納得する管理手法をまとめられるか─」月
刊『漁業と漁協』No.653、第56巻第7号

・水産庁（2018）「水産政策の改革～浜で頑張る漁業者の皆様
を応援します～」http://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/
kaikaku/attach/pdf/suisankaikaku-22.pdf（2019年8月
23日最終アクセス）

（たぐち　さつき）

全漁獲量にTAC魚
種が占める割合（注1）

都道府県の水産行
政職員1人当たりの
漁船漁業を主にして
いる経営体数（注2）

北海道
青森
岩手
宮城
秋田
山形
福島（注3）
茨城
千葉
東京
神奈川
新潟
富山
石川
福井
静岡
愛知
三重
京都
大阪
兵庫
和歌山
鳥取
島根
岡山
広島
山口
徳島
香川
愛媛
高知
福岡
佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島
沖縄

25.9　
55.8　 
46.4※
43.0　
9.7　
25.6　
-　

94.4※
77.0※
0.2※
16.4※
9.6※
68.1　 
64.9　
17.7　
35.3　
41.4　
63.0　
44.5　
13.1　
6.5※
40.4※
60.0　
69.6　
0.0　
0.0　
23.4　
4.0　
2.1　
48.7　
15.4　
31.2　
8.3※
60.0　
5.1※
40.9　
39.1※
28.4　
1.3　

9.6 
24.2 
4.8 
5.7 
31.8 
7.5 
-

5.4 
11.3 
7.8 
15.9 
24.0 
11.2 
36.8 
22.6 
33.0 
15.9 
23.1 
7.2 
15.7 
51.2 
33.1 
14.3 
21.5 
34.1 
37.4 
30.7 
22.3 
39.1 
37.4 
18.2 
24.3 
21.5 
32.5 
27.3 
20.9 
18.2 
30.6 
36.3 

平均 32.5　 22.8
資料  総務省「地方公共団体定員管理調査」、農林水産省「漁業セン
サス」（2013）、「海面漁業生産統計調査」（2018）

（注） 1 　TAC魚種は、海面漁業生産統計調査におけるクロマグロ、マイ
ワシ、マアジ、サバ類、サンマ、スケトウダラ、ズワイガニ、スルメイカ
の漁獲量の合計。TAC魚種を全漁獲量で割った。

 2 　漁船漁業を主としている経営体は、漁業センサスにおける底び
き網、船びき網、まき網、刺網、さんま棒受網、大型定置網、さけ定
置網、小型定置網、その他の網漁業、はえ縄、釣に属する経営体
の合計。

 3 　福島県は除いた。
 4 　※はTAC魚種の一部が個人または法人その他の団体に関す

る秘密を保護するため、統計数値を公表されていないので、正確
な数値ではない。

第1表　 都道府県の水産行政に関連する指標
（単位　％、経営体）

60
50
40
30
20
10
0

（経営体）

（％）
0 20 40 60 80 100

資料、（注）とも第1表に同じ

第1図　都道府県の水産行政職員の配置（資源管理）

職
員
1
人
当
た
り
の
経
営
体
数

全漁獲量にTAC対象魚種が占める割合
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米輸出減少の主な理由に制裁関税を挙げてお
り、この傾向は19年下期も続くと推測してい
る。

2　中国は輸出先を多角化へ
木製家具類のように輸出先が偏っている

と、その減少分を他で補うことは難しい。商
品の仕様や色の好みなどは国々で異なるため、
単純な輸出先の変更は非常に困難である。

1　米中貿易摩擦が木材貿易に与える影響
米国のトランプ政権は、中国との貿易不均

衡問題等を理由に、2018年７月に中国から輸
入される818品目に対して第１弾の制裁関税を
発動した。中国も同規模の報復関税を発動し
た。両国は、第２弾（18年８月）、第３弾（18年
９月）、第４弾（19年９月・12月の２回に分けて
発動）と４段階にわたり関税を引き上げてい
る。第４弾の発動により双方からのほぼ全輸
入品に制裁・報復関税が課されることになっ
た。
木材関連品目については、第３弾より中国

からの輸入品に対する関税引上げの対象品目
に含まれており、18年９月に10%、19年５月
には25%となった。なお、19年12月以降は
30%となる予定である。
中国の木材関連品目の輸出額（18年421億米

ドル）の国別内訳は、米国が第１位（37%）、日
本が第２位（６%）、英国が第３位（５%）である。
米国の割合が最も高く、輸出先のなかでも極
めて重要な位置を占める。また、米国向け木
材関連品目の輸出の内訳は、家具が75%と大
半を占めており（第１図）、制裁関税は特に家
具業界への影響が大きい。
19年９月に重慶市で開催された第９回中国

世界木材貿易大会における中国木材・木製品
流通協会の朱光前首席専門家の報告による
と、木製家具類の輸出額は、19年上期（１月～
６月）に99億米ドル（前期比９%減）で、そのう
ち米国への輸出は38億米ドル（同18%減）であっ
た（第１表）。輸出先に占める米国の割合は、
43%から38%へと減少している。同氏は、対

主事研究員　安藤範親

米中貿易摩擦の中国木材輸出への影響と日本への余波

地域 2019年
上期 割合 2018年

上期 割合 成長率

米国 38.060 38 46.413 43 －18
アジア 21.323 22 22.167 20 －4
欧州 18.763 19 18.162 17 3
日本 6.087 6 6.335 6 －4
米州 5.544 6 6.038 6 －8
豪州 5.310 5 5.733 5 －7
アフリカ 3.879 4 3.620 3 7
合計 98.966 100 108.468 100 －9
資料  朱光前氏の報告資料「China’s Timber Market Supply - 
Demand and Trend of Timber Import」から筆者作成

（注）　米州は、米国を除く南北アメリカ。

第1表　 中国における輸出先別にみた木製家具類
輸出額

（単位　億米ドル、％）

第1図　中国の米国向け木材関連品目の内訳
（2018年）

資料 Global Trade Atlas
（注） 小数点以下を四捨五入しているため、合計が100％にならない。

家具 75％

その他
9％

MDF等 2％
額縁 2％
建具 2％

寄木等 4％

合板 7％
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関費や船積費、消毒費などを除くと、港にお
けるスギ丸太の価格は9,000円/㎥程度となる。
この価格は、地域によっては木質バイオマス
発電所向けの丸太価格と競合する。例えば最
も輸出量の多い鹿児島県では、既に輸出向け
丸太の供給が減少し、不定期船の寄港回数も
細り始めている。
わが国から輸出される中国向け丸太は主に

針葉樹のスギである。スギ丸太は梱包やパレ
ットなどの産業用資材のほか足場板・敷板、
杭などの土木用資材として使われるだけでな
く、米国向けにフェンス材として加工されて
いる。
米中貿易摩擦による中国の対米輸出不振の

結果、多様な製品を運ぶための梱包資材やパ
レットなどの利用が減少したことで、その原
料となるわが国のスギ丸太の輸出に影響を与
えている。
また、フェンス材についても中国から米国

への輸出の減少がわが国に影響を及ぼしてい
る。ただし、フェンス材については、中国企
業が制裁関税を回避するために、ベトナムへ
と生産を移行する動きが出ており、鹿児島か
ら中国へ向かっていた丸太はベトナムへと輸
出され始めている。今後、こうした貿易環境
の変化からわが国の丸太の輸出先として、ベ
トナムの存在感が高まる可能性がある。

（あんどう　のりちか）

これまで木製家具類を含む中国の木材関連
品の輸出は米国に重点を置いていたが、状況
が変わったことで中国の木材関連業界は米国
以外の市場を開拓し始めた。陸路と海路で中
国と各大陸を結ぶ「一帯一路」政策により、
道路や鉄道、港湾の整備が進められており、
欧州やアフリカ、東南アジア市場などへのア
クセスが改善され始めている。例えば、中国
と欧州を結ぶ国際定期貨物列車の「中欧班列
（China Railway Express）」によって、丸太や
一次加工の製材品を欧州から輸入し、それを
家具やインテリア商品として輸出する加工貿
易が進展しつつある。第１表を見ると、額は
小さいものの欧州やアフリカ向けの輸出が拡
大していることがわかる。
米中貿易摩擦は、短期的には対米輸出の縮

小による木材関連業界への影響が大きいもの
の、長期的には中国の木材輸出の米国依存度
を下げ、輸出先の多角化へとつながる可能性
がある。米中貿易摩擦が「一帯一路」政策で
の貿易活発化の起爆剤として作用するのでは
ないだろうか。

3　中国向け丸太輸出に黄信号
わが国の木材関連品目の輸出額（18年414億

円）の国別内訳は、中国が第１位（41%）であり、
輸出先のなかでも極めて重要な位置を占める。
また、中国向け木材関連品目の輸出の内訳は、
丸太が68%を占める。
中国向けの丸太輸出額（18年115億円）の過去

５年間の年平均成長率は32%と伸長傾向にあ
る。しかしながら、19年夏以降は輸出の伸び
に歯止めがかかりそうだ。
中国向けスギ丸太の輸出価格の推移を見る

と、19年４月の13,000円/㎥から同年８月には
11,000円/㎥に値下がりしている（第２図）。８
月の輸出価格（FOB、本船渡し値段）から輸出通

資料 財務省「貿易統計」

13,500
13,000
12,500
12,000
11,500
11,000
10,500
10,000

（円/㎥）

第2図　日本の中国向けスギ丸太輸出価格の推移

1
月 18年 19
2 3 4 5 6 7 8 9 101112 21 3 4 5 6 7 8

スギ丸太輸出価格
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〈レポート〉農漁協・森組

同地区では、補正方法としてRTK-GPS方式
（デジタル簡易無線方式）が採用された。JAが
設置したGPS基準局が補正信号を発し、これ
と衛星からのGPS信号を農機側が受信するこ
とで、測位情報の正確性（±５㎝内

（注2）
）が高めら

れている。

2　均平作業や播種作業の省力化
（1）　GPSレベラーによる均平作業

ほ場面の均平化は、水管理や除草剤の効果
を高める。しかし、作目が入れ替わる短期間
に、かつ晴天の日に実行しなければならない。
山陰地方の同地区では冬場に雨が多く、作業
期間はさらに限られる。技術力のある熟練者
が手早く作業できる場合を除き、実行は難し
いことが課題となっていた。
その点、GPSレベラーを導入した経営体で

は、人による実測作業や車体外からの目視確
認が省かれ、作業の時間や人数が削減されて
いる。GPSレベラーは、第１図のように作業
機部分のGPS受信機が基準局からの補正信号
も用い測位情報を割り出す。そして測位情報
に基づき画面上に描かれたマップで、作業者
は位置情報を得る。モニターを見ての作業な
ので、人による実測なしに、また夜間でも作
業可能となる。均平化のための土の移動は自
動化されていないが、準備段階での省力化が
図られているといえる。
19年３月時点で、同地区では３経営体が簡

易型、他の３経営体が高低マップ機能付の
GPSレベラーを導入済みである。これら６経
営体はいずれも大規模で、経営面積は最大で

スマート農業を導入するための環境整備や
機械の運用には、JAの支援が重要である。そ
の好例として、JAしまね（以下「JA」）が斐

ひ

川
かわ

地区で進めている、GPS
（注1）
を活用した均平作業

等の作業省力化の取組みについて、その内容
や効果、またJAの支援をみていく。

1　取組みの経緯
島根県出雲市斐川地区には2,400haの農地が

あり、そこでは水稲、麦、大豆等を組み合わせ
た２年３作体系を基本とする、農地の高度利用
が実現している。担い手への農地集積率は80%
超と高く、耕地利用率も118%に達している。
このように農地の高度利用はすでに達成済

みであることから、所得向上に今後は作業省
力化の促進が必要との認識がJAにはあった。
そのような状況下で、均平作業の省力化を目
的に、GPSレベラーの導入を組合員がJAに相
談した。そこで、JAは、全国的にみても早い
段階で、スマート農業による作業省力化に取
組み始めたのである。
2015事業年度には、GPSによる正確な測位

情報を得るための環境整備をJAが行ってい
る。具体的には、JAしまね農業振興支援対策
「しまね農業生き生きプラン」を活用し、JA
は約450万円（設置工事費込み）でGPS基準局を
カントリーエレベーターの上部に設置した。
こうした測位情報の正確性を高める環境整

備は、農作業でのGPS利用に欠かせない。日
常利用では問題ないが、衛星信号の誤差（±10
～20㎝）の補正が、農業利用では前提となるか
らである。

主事研究員　小田志保

スマート農業による均平・播種作業の
省力化実現のためのJAしまねの支援
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農組織の高齢化は喫緊の課題である。基幹労
働力であるオペレータ（以下「OP」）には団塊世
代の人が多く、今後は一気にOP不足が顕在化
する。JAは、OP不足を作業自動化で補完し
たい考えである。
しかし、全作業の完全な自動化は現段階で

は不可能である。JAは、最新技術の導入をゴ
ールと考えておらず、熟練OPがまだ存在する
うちに、地域農業にフィットするような各種
自動化技術の体系を確立し、現場実装を進め
るよう支援している。
同地区でも、JAはGPS基準局の設置後も、

GPSレベラー等が問題なくほ場で稼働するた
めの支援を継続的に行っている。例えば、基
準局からの補正信号をうまく受信しないなど、
エラーが発生した際に、その都度、同地区の
JA営農部が農業経営体と農機メーカー担当者
を集め、課題共有を促している。こうした取
組みの積み重ねが、現在の作業省力化の実現
につながっている。
もちろん、投資額の大きさは課題となる。

同地区では、GPS基準局設置のための個人負
担は不要である。しかし、GPS測位情報の利
用には、RTK-GPS用の受信機など農機導入に
追加費用が必要で、投資額は膨らんだ。
しかし、現在はスマート農業関連の補助も

ある。同地区でも、地域行政の補助事業を活
用しながら、農機の導入に至った。さらに、
今後はスマート農業の市場拡大で、１台あた
り費用は小さくなる可能性もある。
このように、スマート農業の現場実装には、

JAによる環境整備や持続的な技術サポートは
不可欠である。これに、行政、金融機関によ
る金融面でのサポートが組み合わさり、地域
農業の高齢化による人手不足への対応が進め
られなければならない。

（おだ　しほ）

70ha、最低でも40ha弱である。
（2）　自動操舵装置による播種作業

さらに、これら６経営体のうち４経営体は、
GPSを活用したトラクタの自動操舵装置を18
年から19年にかけて導入している。この自動
操舵装置とは、GPS測位情報をもとに、ハン
ドル部分に取り付けるオートステアリング装
置を機能させ、トラクタを自動で直進させる
ものである。
播種が蛇行せず直進で行われると、その後

の除草管理等の効率化につながる。しかし、
作業者はけん引する作業機を通常は目視で確
認するため、背後を振り返る際に蛇行してし
まうことが多い。そのため、直進を保つには、
熟練者が集中力を高めて行ったり、作業者を
複数人とするしかない。
こうした負担が自動操舵装置の導入で軽減

され、さらに、熟練者からの電話指示のもと未
熟練者でも単独で作業が行えるようになった。

3　 人手不足が深刻化するなかでの
スマート農業支援の重要性
条件に比較的恵まれた同地区でも、集落営

（注 1）正式には全球測位衛星システムGNSS。
（注 2）マゼランシステムズジャパン社webに依拠。

第1図　RTK-GPS方式による均平作業の仕組み

出典　農研機構「RTK-GPSを用いた圃場面の省力・高精度均平化技
術」
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めに、2009年度におおよそ３か月単位で複数
の品目を受け持つ体制に変更した。
（2）　出荷時期の異なる複数の品目を担当

担当者は、出荷時期の異なる品目を組み合
わせて、主と副の複数の品目を受け持ってい
る。例えば、Aさんは、主担当としてモモ（出
荷時期は６～８月）とキウイフルーツ（同12～４
月）、これらの端境期には副担当としてカキ
（同９～12月）を受け持ち、主担当をサポート
している（第１図）。また、別のBさんは、主担
当としてカキとシラヌヒ（同２～３月）、その
端境期には副担当としてモモとハッサクを担
当している。
販売・取扱高の多いカキ、モモ、柑橘類に

ついては、主と副を合わせて３人以上配置し
ている。担当する品目によって、異なる施設
に勤務することもある。迅速な意思決定を目
的に、部長の裁量で部員を柔軟に配置できる
ようになっている。
（3）　引き継ぎがスムーズに

１人の担当者が出荷時期の異なる複数の品
目を担当することで、限られた職員を効率的
に配置することができている。別の面からみ
ると、１つの品目を複数の職員が担当するこ
とにより、主担当者が異動した場合にも、副
担当者にスムーズに引き継がれ、取引先との
交渉も切れ目なく行うことができ、また、生

果樹を新植してから成熟の樹齢になるまで
の間、生産者の収入が落ち込む未収益期間が
ある。成熟の樹齢とは、果実の生産について
採算が合うようになる時期で、判定が難しい
場合の目安として、例えばモモでは満５年と
示されている。この間の育成にかかった経費
は、資産として取得価額に算入する。成熟し
た後、減価償却していくが、償却期間は同じ
くモモの場合15年であり、成熟期間と合わせ
ると20年になる。実際にはそれより短い期間
で改植を行うこともあると思われるが、それ
でも投資と回収が長期にわたり、その間に環
境変化が生じた場合、対応に時間を要する。
JAでも、果樹生産者の労力軽減に欠かせな

い選果場には、多額の投資が必要で、長期間
使用して回収する。このため果樹産地にある
JAの販売事業では、生産者の農業経営とJA経
営両方の長期的安定が求められる。そのために
果樹産地にある和歌山県JA紀の里（以下「JA」）
では、職員配置や販売手数料率の設定などに
おいて創意工夫をしている。

1　限られた販売職員の効率的配置
（1）　販売職員減少に対応

JAでは、市場出荷について品目ごとに担当
職員（以下「担当者」）を配置している。担当者
の主な業務は、出荷前の販売計画、出荷要項
案の作成と販売対策会議での説明、
出荷期間中の分荷（卸売業者との交
渉・連絡）、出荷期間終了後の販売反
省会での販売結果の報告などであ
る。
以前、１人の担当者は１つの品目

を担当していた。管内の農業生産が
縮小したこともあり、少ない職員で
業務を行いつつ、人材育成を行うた

主席研究員　尾高恵美

農業経営の環境変化とJAの販売事業運営
─ 和歌山県JA紀の里の取組み ─

5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月 4月

Aさんの
担当品目

Bさんの
担当品目

資料　JA紀の里資料をもとに作成
（注）　太線は主担当の品目、細線は副担当の品目を示す。

第1図　 担当者の担当品目とその出荷期間（例）
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め、販売事業の損益悪化を防ぐには、料率を
引き上げる必要がある。しかし、この年の再
検討の協議で、被災した果樹生産者を支援す
るために次の３年間は、料率を据え置き、JA
による負担額の上限を引き上げることとした。

3　農業関連事業利益の推移
損益が均衡するように料率を見直したり、

職員の効率的配置や施設の集約により固定費
の削減に努めた結果、17年度までに、共通管
理費配賦後の販売事業利益の赤字額は大幅に
縮小し、農業関連事業利益の黒字化に寄与し
た。しかし、被災により18年度のJAの農業関
連事業利益は赤字となった。

4　 長期的な農業経営と販売事業損益均衡の
両立を目指して
JAの販売事業にかかる人件費や施設費とい

った固定費は、料率を設定することで生産者
にとっては変動費化されている。被災した18
年度は、協議の結果、料率を据え置いた。こ
れにより、生産量や売上高が減少した生産者
にとっては出荷・販売にかかる負担額も減少
する。長期的には営農の復旧に伴って回復す
ることが期待されるが、JAの販売手数料や施
設利用料の収入は一時的に減少する。JAの損
益に与える影響を小さくするために、施設の
集約や上述した職員配置の工夫が重要となる。
そのうえで、料率を定期的に再検討するた

めの協議を制度化していることも注目される。
そこでは生産者と役職員が農業生産と販売事
業損益の状況を共有し、JA負担額の上限を設
けている。これにより、自然災害からの復旧
を支援しつつ、販売事業の赤字額が無制限に
拡大することを防いでいる。
冒頭に述べたように、果樹経営では投資と

回収を長期間かけて行う。今回紹介したJA紀
の里の取組みは、果樹産地における農業経営
とJA販売事業損益の安定を考えるうえで大変
示唆に富んでいる。

（おだか　めぐみ）

産者にとっても受け入れやすいものとなって
いる。

2　販売手数料率を定期的に見直す仕組み
（1）　損益均衡を基準に料率を設定

JAでは、05年度に経済事業改革の一環とし
て、出荷と販売にかかる費用の負担方法を再
設定した。科目ごとに、生産者による販売手
数料負担、施設利用料負担、販売代金から実
費控除、およびJAによる負担の４つに整理し
たうえで、料率を設定した。例えば、販売事
業の人件費等の事業管理費および共通管理費
配賦額は販売手数料として受け取る。生産者
負担の販売手数料や施設利用料は、その年の
集荷量によって変動するため、不足分はJAに
よる負担としているが、その上限額を設定し
ている。
（2）　生産者組織と役職員で定期的に再検討

このとき設定した販売手数料や施設利用料
の料率を、生産動向や設備更新といった変化
に合わせて柔軟に変更できるように、おおむね
３年ごとに再検討の協議を行うことも定めた。
協議は、生産者組織の代表者を構成員とす

る生産販売委員会と、役職員を構成員とする
販売事業損益基準審議委員会（以下「審議委員
会」）で複数回行われる。審議委員会には販売
担当の理事や部長だけでなく、総務担当理事
や総合企画部長も加わっている。協議では、
農業生産や販売事業損益の状況が共有され
る。その結果は理事会に報告され、向こう３
年間の料率が最終決定される。
（3）　自然災害への対応

直近では、18年度に再検討のための協議を
行った。この年の９月、台風21号と24号が管
内を直撃し、収穫目前のカキや柑橘類が落果
したり、樹体の倒伏や枝折れなどが発生し、
果樹生産者に大きな被害をもたらした。モモ
の被害では樹体が根こそぎ倒伏したものが多
く、改植したため回復には５～６年かかると
見込まれている。
被災による集荷量の減少に伴い、JAの販売

手数料や施設利用料も減少する見込みのた
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た機関紙「Agri横浜ぷらす」（年２回刊行）へ
の応募掲載に加え、募集用チラシを配布して
参加者を募集している。
講座の開講期間は１年間で、全６～７回の

講座（農業基礎、栽培実習、農家実地研修）が行
われる。学科として農業（肥料・農薬・資材等）

に関する基礎知識について学び、実技では、
キャベツやタマネギなどの植付けから収穫ま
でを体験する。
その後、講座の修了者へボランティアにつ

いての説明会を開催し、登録を勧めている。
これまでに計４回の講座が開講され、修了生
は計136人おり（第１表）、そのうちボランティ
アとして登録されているのは76人（18年度末現
在）である。
19年にはボランティアの方針などを確立

し、名称を「農業体験講座」から「援農ボラ
ンティア養成研修」（以下「養成研修」）に変更
して、通算５回目の講座を開講している。こ
の変更を契機に、研修の目的をボランティア
の養成とした。
なお、ボランティアに参加しているのは定

年退職後の高齢者が中心である。無償で行っ

近年、多くのJAが准組合員を「地域農業振
興の応援団」と位置付け、さまざまな取組み
を行っている。なかでもJA横浜（以下「JA」）

は他に先がけ、2012年から准組合員を対象と
した援農ボランティア（以下「ボランティア」）

の育成に取組み、成果を収めてきた先進事例
である。その取組みを紹介する。

1　JA横浜の概要と管内農業の特徴

JAは、横浜市全域を管内とする組合である。
組合員総数は６万8,587人で、うち正組合員１万
1,706人、准組合員５万6,881人、准組合員の構
成比は83%に達している（19年３月31日現在）。
JA管内における農業の特徴として、野菜を

中心とした少量多品目栽培を行う農家が多い
ことが挙げられる。そのため、農作業は手作
業によるところが多く、収穫、出荷、ほ場片
付け等における人手が必要である。また、農
家の高齢化や後継者不足も加わり、援農への
ニーズが高まっている。一方、管内では、定
年退職後の高齢者を中心に農業に触れたいと
いうニーズが高い。体験農園や市民農園など
は盛況で、管内では行政（区単位）による援農
ボランティア活動も盛んに行われている。

2　農業体験講座修了生が援農ボランティアへ

12年にJAは、高齢化や後継者不足などによ
り営農継続が難しくなった正組合員の営農を
手伝うほか、農地を耕作できる人材を育成す
ることを目的として、農業体験講座（以下「講
座」）をスタートさせた。准組合員を対象とし

主任研究員　草野拓司

JA横浜による援農ボランティアの取組み

開講年度 農業体験講座修了生数
第1回 2012 46
第2回 14 32
第3回 15 29
第4回 17 29
第5回 19 （20）

計 136
資料 JA横浜提供
（注）  第5回は参加予定者数。計には含まない。

第1表　 農業体験講座の修了生数
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研修、および講座修了者の実際のボランティ
ア活動への誘導などは、この取組みを進める
うえで重要なポイントとなってきた。
以上のようなJAによるボランティアの取組

みは、依頼農家およびボランティア参加者か
らの評判もおおむね好評で、依頼農家、ボラ
ンティアともリピーターが多数いるという。
ただし、依頼農家がボランティアの派遣を

希望した件数のうち、それに応えられている
のは６～７割ほどとのことであった。このよ
うな状況を踏まえ、今後は、５万人を超える
准組合員のなかから１千人のボランティアを
養成し、依頼農家の希望にすべて応えられる
体制を整えることが目標という。
その際課題となるのが、マッチング等にかか

る対策室の負担の増加である。これらの作業は
対策室のマンパワーで行われていることから、
規模の拡大はさらに大きな負担となる。その
ため、ボランティアの規模拡大において、煩雑
な事務作業の効率化が最大のポイントとなる。

（くさの　たくじ）

ているが、「援農により横浜の農業を応援した
いと思って参加し、やりがいを感じている」
「農業を手伝って人の役に立ちたい」など、農
業に触れることの喜びを感じ、ボランティア
に参加する場合が多いという。
ボランティアの作業時間は１日３時間以内

と決められている。除草、堆肥散布、播種・
定植、収穫、出荷準備・調整、ほ場の片付け
など簡単な手作業が中心で、危険度の低い作
業とされている。機械作業、高所作業、農薬
散布、車両運転は行わない。ボランティア活
動保険料（600～700円／人・年）のほか、名札・
帽子等の費用はJAが負担している。

3　 援農ボランティアの依頼から完了までの

仕組み

依頼農家とボランティアをつなぐ役割を担
っているのが、JA内の「横浜農業総合対策室」
（以下「対策室」）である。具体的には、ボラン
ティア方針の確立、および依頼農家との仲
介・マッチング等を行っている。
現在のボランティア派遣の具体的な手順は

第１図のとおりである。まず、依頼農家から
JA（対策室）へ「援農依頼書」を提出する。対
策室はその情報をボランティアにEメールで
送る（一部、郵送もあり）。それを受けたボラン
ティアが参加の可否を返信する。対策室はマ
ッチングを行い、結果を農家とボランティア
に連絡する。援農が行われた後、依頼農家が
対策室へ「作業完了報告書」を提出し、完了
となる。

4　援農ボランティアの拡大と課題

JAがこれまで行ってきた、准組合員向け機
関紙や募集用チラシによる講座・養成研修の
周知、１～２年に１度開講される講座・養成

 援農ボランティアの作業（JA横浜提供）

第1図　援農ボランティア完了までの流れ

資料　JA横浜提供

①援農依頼

④農家へ連絡

⑥援農が終了したら報告

②援農依頼を情報提供
③参加可能な人は
　JAに連絡

④援農ボランティアへ連絡

⑤援農実施

J
A
横
浜（
対
策
室
）

依
頼
農
家

援
農
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
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〈レポート〉農漁協・森組

安への対応策を考えていたところに、市によ
る加工施設の整備もあり、14年９月に加工部
を新設して、当加工施設で加工を開始した。
市内の水産加工業は練り製品を中心としてい
たことから、競合しないフィレ加工などの一
次加工が当初は主であった。その後、加工部
は料理店などの買受人からハモの骨切りやマ
ダイのフィレ加工の依頼を受けるようになり、
受託加工も業務のひとつとなった。ほかに、
水産加工商品・試作品の開発も行っており、
ハモの骨切りした開き（冷凍）や太刀魚のフィ
レ、ヤリイカの削り節「いかの浜ぶし」、一夜
干しなどを商品化している。加工設備のない
地元飲食店と連携して商品開発も行っている。
加工部は職員３人、パート２人の体制で、

加工および商品開発は職員が行っている。加

1　組合および管内の概要
八幡浜漁協は、愛媛県八幡浜市、伊方町、

西予市の一部を管内とする、組合員数1,710人
（うち正組合員329人）、職員71人（2019年３月末）
の組合である。管内の主力漁業は、沖合底び
き網（１か統）やまき網、小型底びき網、船び
き網、魚類養殖などである。
管内には産地市場が２つあり、そのうちの

ひとつである八幡浜市水産物地方卸売市場は
2013年４月に高度衛生管理型荷さばき所とし
てリニューアルされている。八幡浜港は県内唯
一の沖合トロール漁船の基地であり、当市場に
は他港船の水揚げも多く、18年度の水揚げは
6.4千トン、32.7億円である。水揚げされる魚介
類は年間200種類以上、卸売業者は八幡浜漁協
と民間企業の２社、買受人は100人ほどである。
当市場の近隣には観光・地域活動

の拠点として交流施設「八幡浜みな
っと」（道の駅、みなとオアシスの両
方に登録）が当市場と同時期に新設さ
れ、八幡浜港の活性化を促している。
施設内では海産物直売所「どーや市
場」などが営業している。

2　 地元水産物の付加価値向上を
目指す加工事業
八幡浜市は、地元漁業者や水揚高

の減少に伴い、水産物の付加価値向
上、未・低利用魚の活用による漁業
関係者の所得向上を目的として、水
産加工施設「シーフードセンター八
幡浜」（鉄骨造平屋・延床面積401.45㎡）
を14年９月に整備した。
八幡浜漁協も漁獲量の減少や魚価

主任研究員　尾中謙治

八幡浜漁協における水産加工商品の販路開拓と課題

第1図　シーフードセンター八幡浜における加工事業の内容

資料　八幡浜市提供資料に基づき筆者作成

目的
養殖魚（タイ、スズキ）

天然魚（タチウオ、ハモ、イカ等） 未利用魚・低利用魚

消費者

魚
や
形
態
の
要
望

水
産
加
工
施
設（
前
処
理
室
・
加
工
室
・
包
装
室
）

加
工
業
者

前処理加工
（ウロコ、エラ、内臓除去） 未利用・低利用部位

可食部
ドレス、フィレ、切身

不可食部
皮、カマ、頭、骨、内臓

高次加工：刺身、酢締め、
焼き、干物、練り製品 皮ちくわ、珍味

包装・保蔵　冷凍冷蔵

直
販（
製
品
・
試
作
品
等
）
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ラボ商品がある。ギフトセットは、八幡浜漁協
がお中元やお歳暮として直接販売もしている。
農協とのコラボ商品の販売は地元新聞などに
も取り上げられ、新聞を見て注文や問合せをす
る人もあり話題となった。また、西宇和農協と
連携ができたことによって、農協組合員向けの
夏と冬のギフトチラシにコラボ商品や加工商
品が掲載され、更なる販路開拓につながった。

5　付加価値の高い商品の開発・販売
八幡浜漁協の加工部は、加工商品の販路拡

大に向けて様々な取組みを地道に続けており、
その成果として売上高は伸びている。一方で、
加工施設の規模が小さく、加工する未・低利
用魚が多種で小ロットなため、量産ができず、
生産コストの引下げが難しいという課題に直
面している。干物などの加工商品は、類似商
品が一定の価格帯で流通しているため、採算
のとれる価格で販売ができていない。したが
って、八幡浜漁協の加工事業の事業利益は赤
字となっており、現状では加工事業が収益面
でうまくいっているとは言い難い。加工事業
の開始時よりは赤字幅は縮小しているものの、
新たな方策が求められており、今後は従来の
販路開拓に加えて、付加価値の高い商品の開
発、採算のとれる商品の厳選化を図っていく
方針である。

（おなか　けんじ）

工事業の内容は第１図のとおりである。19年
３月には愛媛県HACCP制度の認証を受けて
いる。

3　販路の開拓
マダイのフィレなどの一次加工品は、飲食

店を取引先とする仲買人や学校給食に提供さ
れており、販路は比較的安定している。苦戦
したのは一夜干しなどの加工商品の販路であ
った。
加工商品は、完成して２～３年ほど八幡浜

みなっとで販売していたが、売上げは伸びな
かった。そのため売価は高値になってしまい、
テストマーケティングには適していたが、収
益を上げるには課題があった。そこで、加工
商品をギフト商品として位置づけ、これに伴
って高額な加工商品の開発が行われた。その
後、15年度から八幡浜市のふるさと納税の返
礼品としてハモ鍋やタイしゃぶ、タイ茶漬け
などの高額な加工商品を数多く提供すること
になり、売上げを伸ばすことに成功した。
17年夏からは、漁協職員が加工商品のチラ

シを持って地元企業・団体に営業活動をはじ
めた。現在は10社ほどと継続的な取引をして
いる。この取組みは、加工商品の売上げを上
げることだけでなく、地域産業での漁協自体
の知名度を上げることも目的としていた。
営業の効果として、チラシに掲載した加工

商品のひとつである「はもだんご」が評判と
なり、学校給食で提供されるようになった。
さらに他社の会員向け商品としても提供され
る予定である。

4　西宇和農協との連携
18年７月には八幡浜漁協と西宇和農協との

コラボ商品の販売を開始している。ふるさと
納税の返礼品として、水産加工商品と柑橘加
工品が同梱されているギフトセット「みかん
と魚の町八幡浜」と、水産加工商品か柑橘類・
柑橘加工品が毎月届く通年商品の２種類のコ

 八幡浜漁協と西宇和農協とのコラボ商品
「みかんと魚の町八幡浜」（写真：八幡浜漁協）
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なっている。

2　地域漁業を支えるアサヤ㈱の取組み
アサヤ㈱は創業1850年の気仙沼を代表する

老舗企業である。アサヤという社名が示すよ
うに、漁網用の「麻」を取り扱う漁具販売店
として、気仙沼の漁業の展開を支えてきた。
事業領域は主な分野だけでも、漁具・船具・

漁業資材・漁労機械の販売、漁労機械の修理・
整備、船舶の塗装、水中ロボットでの漁場調
査、漁網の仕立て・防除加工・染網と多岐に
わたる。また、顧客は主に宮城県・岩手県の
三陸地域の漁船漁業・養殖漁業・定置網漁業
の漁業者である。
アサヤ㈱は「漁民の利益につながる、よい

漁具を」との経営理念に基づいて、資材や機
械を供給してきた。顧客の注文に応えるなか
で、取り扱う漁具数は３万点を超える。
同社の営業担当者に求められるのは、「漁業

者がいつでも相談できる相手になること」で
ある。このため日常的に浜をまわり、漁業者
とのコミュニケーションは欠かさない。
震災により沿岸にあったアサヤ㈱の本社は

流出したが、津波の被害を免れた内陸部の工
場を拠点に漁業者の支援を行って復興に貢献
してきた。復興需要が一巡した現在では、人
口減少に伴って必要となる漁業の省力化に向
けた技術の開発に大学と連携して取り組んで
いる。
2016年に他社の事業を引き継いではじめた

通販事業も、地域の漁業の支援を目的にした
ものである。早採りワカメ・塩ウニ・冷凍ホ

気仙沼には、長年にわたり地域で培ってき
た社会経済的なつながりのなかで、事業を展
開してきた水産関連企業が多い。しかし、少
子化や都市への若者の流出により、企業の労
働力確保が困難となっている。地域経済との
つながりが強い産業であるだけに、人手不足
を原因とした廃業・倒産が、地域経済に及ぼ
す影響力も大きい。そこで、このような課題
に対峙している漁業資材供給会社と造船会社
の取組みを紹介したい。

1　気仙沼の水産関連産業
日本各地には地域の資源を利用して営まれ

る漁業・水産加工業といった水産業とともに、
その生産を支援する多様な関連産業がある。
日本を代表する水揚地として知られる気仙沼
には、漁業・水産加工業に加えて、倉庫・流
通・水産業関連機械・器具等の水産関連産業
の集積がみられる。これらの産業は水産業の
支援産業であるとともに、地域の重要な雇用
の場となってきた。また、震災からの復興過
程でも地域漁業の立て直しに重要な役割を果
たしている。
一方、これらの産業でも一次産業である水

産業同様に、少子化や都市への人口流出に伴
う人手不足が生じている。2013年の国立社会
保障・人口問題研究所の推計では、気仙沼市
の2040年の人口は１万9,247人と推計されてお
り、17年の３万5,170人からわずか20年で半減
する見通しである。このように大幅な人口減
少が想定されるなかで、産業と技術をいかに
次世代に継承していくのかが、喫緊の課題と

研究員　植田展大

地域の将来を見据えた気仙沼の水産関連企業の取組み
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稼働させた。既存の４造船所の工場は震災に
伴う地盤沈下で作業効率が落ちていたが、新
工場には船舶の上架を容易に行うことができ
るシップ・リフトが導入され、今後は作業効
率を上げることができる。
また、これまで船主が船上機器、漁船の塗

装をそれぞれ自ら発注していたが、今後は㈱
みらい造船が発注を一手に担い、漁業者が漁
業に専念できる環境を整備する。
さらに、新たに技術承継を目指す。各工場

では１つの工程を１人のベテランの技術者が
担当していた。いずれも高齢であることから、
リタイアによる技術の断絶が課題となってい
た。新工場では各工場の複数の技術者が１つ
の工程を担い、新人も加わって作業を行うこ
とで、次世代への技術継承を円滑に進める。
同時にOJTで行ってきた技術のマニュアル化
も進める。解決しなくてはならない課題も多
いが、次の100年を作る企業の構築を目指して
取り組んでいる。
未来を見据えた取組みに共感し、就職先に

㈱みらい造船を選ぶ若者も増えているという。
なかには震災後に家族のいる気仙沼に戻り、
㈱みらい造船で働くようになった人もいる。
地域に働く場所を残すための取組みとして、
重要な事例になるであろう。

地域企業を取り巻く環境はますます困難に
なることが予想される。そのような時代だか
らこそ、地域企業の最大の強みである地域の
顔の見える関係を重視し、そのうえで将来を
見据えた広い視野で事業に取り組む姿勢が求
められる。また、そのような将来ビジョンを
描くことができる企業が地域にあることで、
若者が地域で働き続けることができるだろう。

（うえだ　のぶひろ）

ヤ・ふかひれスープ等を取扱っている。培っ
てきた漁業者や地域とのネットワークを生か
して商品開発も行っている。
また、復興支援を続ける市民団体と連携し、

漁業に興味を持ってもらうことができるよう
に観光ツアーも始めた。このようにアサヤ㈱
は地域漁業に一貫して寄り添いながら、同時
に将来も見据えて新たな事業にも乗り出して
いる。
さらに、観光ツアーの経験を生かして自社

の職業体験ツアーも企画した。昼食付きで参
加できる職場体験ツアーに参加した高校生３
人が現在アサヤ㈱で働いている。重要な社員
候補であった漁家子弟の減少や、本社の移転
による地域における認知度の低下といった逆
風のなかでも、新たな人材を確保している。
アサヤ㈱では漁業者との間に構築された信

頼関係が、自社の仕事の魅力だと考えている。
同社のように地域企業が持つ魅力を伝える的
確な手段があれば、就業先に選ぶ若者も増え
るのではないかと考えられる。

3　100年先を考える㈱みらい造船の取組み
㈱みらい造船は15年に木戸浦造船㈱、㈱小

鯖造船鉄工所、㈱澤田造船所、㈱吉田造船鉄
工所の４造船所が気仙沼の造船業の100年先
を見据えて合併した。４社のうち㈱小鯖造船
鉄工所は1910年の創業、㈱吉田造船鉄工所、
木戸浦造船㈱の２社も戦前に創業している。
造船所は漁船を新造するだけではなく、船

主の注文に柔軟に応えながら、漁を終えて寄
港した漁船の修繕をワンストップサービスで
行う。この迅速に船主の注文に応える能力は、
複数ある水揚港のなかで気仙沼を選択する要
因にもなる。造船所の役割は重要である。
㈱みらい造船は、2019年９月から新工場を
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漁業版）が用意されている（第１図）。例えば主
体の問題に関して言うと、漁業生産基盤の地
盤沈下、漁協職員の減少といった現状に即す
なら、観光業のノウハウを持たない生産側単
独で水産業の観光活用を行うのは難しいよう
に思われる。そこで、異業種を含めた連携が
標榜されるに至っている。３つの課題いずれ
についても、生産側だけではなく、異業種や
行政を含めた地域一体となった対応が現実的
には要請されていると言える。

2　 明石市における水産業と観光
─観光協会の取組みから─

以上の通り、水産業の観光利用では、単な
る都市農村交流を超えたビジネスとしての視
点が強調されており、実施主体の体制として
異業種連携に期待が寄せられている。
兵庫県明石市では、こういった政策環境の

整備に先駆けて、地元の（一社）明石観光協会
が漁協等の水産関係業者と連携し、水産業の
観光資源としての活用を試みてきた。その具

地域に根差した産業である第一次産業につ
いて、生産にとどまらず観光の要素を付加し、
地域振興の足掛かりとする潮流が全国で広が
りを見せており、水産業も当然その例外では
ない。今回は、現在の水産業の観光利用をめ
ぐる政策の状況を簡潔に整理した上で、観光
振興のキーワードとなる異業種連携に先行し
て取り組む明石市の事例を取り上げる。

1　 水産業の観光利用をめぐる政策状況
─ビジネスとしての確立に向けて─

水産業の観光利用の潮流は、国政レベルの
課題である地方創生に由来する。地方創生の
一環として観光振興を謳う「観光インフラ整
備プログラム」（2016年）は、農山漁村滞在型
旅行ビジネス＝農泊の推進を標榜している。
地方創生の手段としての農泊に期待されてい
るのは、生産サイドが観光業に積極的に進出
し、新たなビジネスとして確立することで、
ひいては農山漁村の所得向上に寄与すること
である。ここからは、80年代に漁場利用をめ
ぐる生産活動との緊張関係の中で進展した海
洋のレジャー活用とは異なり、国の積極的な
姿勢が明確に読み取れる。この変化は、「農村
空間の商品化

（注）
」現象が進行し、政策動向に反

映したものと見ることもできるだろう。
水産業の観光利用の課題は、①主体の設定、

②ハード整備、③観光資源のコンテンツ確立
の３つに要約できる。そして対応する支援策
として、異業種連携（第２期浜の活力再生プラ
ンのポイントとされる）と「渚

なぎさはく

泊」対策（農泊の

研究員　亀岡鉱平

異業種連携による地域水産業の観光活用
─ 兵庫県明石市の事例から ─

第1図　水産業の観光利用に関する政策状況

資料　筆者作成

目的 観光振興

方法 地域資源の観光利用

課題
①主体の設定
②ハード整備
③観光資源の
　コンテンツ確立

対応する
支援策

・異業種連携（浜の活力再生プラン）
・渚泊（農山漁村振興交付金）
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っている。

3　 異業種連携による観光振興に当たっての

課題

明石市の事例では、観光協会の関与により、
地元水産業の観光資源としての活用が図られ
るに至っており、水産業における観光振興に
当たって異業種連携が効果を示したものと言
える。
同時に、一般的な課題として２点ほど指摘

できる。第一に、連携に際しては、双方の取
組姿勢の安定と共通了解が不可欠である。例
えば、事例で取り上げたセリ市見学は漁協側
の体制の変化を機に開始されたものであるが、
このことは将来的な方針転換の可能性を示唆
してもいる。取組みの定着を目指すためには、
連携関係に基づいて着実に実績を積んでいく
ことが不可欠となる。第二に、観光振興に際
してはあくまで水産業の充実が前提となる点
も確認される必要がある。生産を起点とする
地域水産業の盤石さが観光振興へと派生する
前提であり、観光振興は水産業の振興とセッ
トで取り組まれることが肝要である。

　＜参考文献＞
・ 神戸新聞明石総局編（2017）『あかし本─時のまちを創る
海のまちに生きる─』ペンコム

（かめおか　こうへい）

体的内容についてまとめたのが第１表である。
いずれも、水産業の日常的な営みそのものが
観光協会の働きかけを通じて観光資源化した
ものであることがわかる。
４つのメニューのうち、セリ市見学は、明

石浦漁協の産地市場で日常的に行われている
セリを着地型（地元発信型）の旅行商品として
観光資源化したものである。セリ市見学の開
始は13年からで、同年に就任した漁協組合長
が前向きであったことが後押しとなったとい
う経緯がある。観光協会の役割は、見学申込
みの窓口、漁協との日程調整、旅行会社への
営業活動といったものである。また、見学料
は観光協会が集金し、漁協に支払う流れにな
っている。セリ市見学が定着する中で、見学
用のセリ台設置（15年）、団体客とともに個人
客の受入れ対応の開始（19年）といった形で、
内容の充実が図られつつある。参加者数が営
業活動の度合い等に左右されやすいことから
（第２表）、妥当なあり方を見定め、安定性を
高めることが目下の課題となっている。また、
見学と併せた飲食体験の充実も検討課題とな

（注）農山漁村地域につき、生産の場としての性格が
相対的に低下し、生産以外の産業活動の対象とし
ての性格が強まること。田林明（2013）「日本にお
ける農村空間の商品化」『地理学評論』86巻1号、
1 -13頁。

観光メニュー名・内容 観光資源・資源提供者 現在の料金 所要時間

明石浦漁協セリ市見学 漁協産地市場でのセリ 1,000円／人（2～9人）、
600円／人（10人～）

30～
40分

明石昼網鮨体験（＊昼網で漁獲
された水産物を使った鮨の喫食） 地元漁業（昼網） 5,200円／人（2～9人）、

4,800円／人（10～38人） 90分

地元ノリ加工会社の倉庫見学 ノリ加工業 200円／人 30分
魚の棚商店街で利用可能な
クーポン券「もぐチケ」の作成

鮮魚店・飲食店が集積
する地元商店街 1冊330円（3枚綴り）

出典　（一社）明石観光協会提供資料

第1表　 明石観光協会が取り組む水産業関係の観光メニュー

件数 参加人数
2013年度 2 30
14 6 118
15 32 1,451
16 13 321
17 30 747
18 18 323

出典　第1表に同じ

第2表　 明石浦漁協
セリ市見学の実績
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れに伴う低所得者層の立ち退きなど、地域の
経済・社会・住民構成が変化することを指し、
農村で似たような変化が起きていることをル
ーラル・ジェントリフィケーションと呼ぶ。
以下で紹介するイングランド農村は、2019

年８月に筆者が研究交流の一環で訪れた地域
である（第１図）。反都市化やルーラル・ジェ
ントリフィケーションがどのような形で農村
景観に表れているか、写真を示しつつ説明し
たい。

1　 不動産売り出しの看板と高級車に垣間見る
ルーラル・ジェントリフィケーション
レスターを出発すると、まもなく牧草地や

小麦畑が広がり始めた。いくつかの農村集落
を通過したが、居住環境や住宅設備の良さを
売りにした住宅販売の看板が目に飛び込んで
くる（写真１）。こういった看板は、イングラ
ンド北部の農村でみられ、農村での住宅需要
が底堅いことを物語っている。実際、農村や
郊外の不動産物件とその地域の産業や歴史な
どを紹介する番組「Escape to the Country（田

イングランドはイギリスの主要な国（country）

で、人口はイギリス全体の８割を占める。人
口は、ロンドンやバーミンガムなどの大都市
に集中する一方、イギリスでは1950年代以降、
大都市から農村へ移住する動きがみられる。
これを反都市化（counter-urbanisation）と呼び、
アメリカや他のヨーロッパ都市でも似た動き
が報告されている。この動きに付随したもう
一つの動きが、ルーラル・ジェントリフィケ
ーション（rural gentrification）である。ジェン
トリフィケーションとは、都市の再開発など
で、新住民の流入、不動産価格の上昇や、そ

主事研究員 多田忠義

都市住民を魅了するイングランド農村を巡る

第1図 11年の人口分布と紹介する農村等の位置

資料 Reis, S. et al. （2017）. UK gridded population 2011 based
on Census 2011 and Land Cover Map 2015. NERC
Environmental Information Data Centre. 
https://doi.org/10.5285/0995e94d-6d42-40c1-8ed4-
5090d82471e1（2019年10月18日最終アクセス）, ONS, European
Environmental Agencyのデータより筆者作成

2.2万人

1

国立公園

イギリス

50

N

km

Hawley J & Sons

ロンドン

バーミンガム

レスター

ワイムズウォールド

タイズウェル

Hawley J & Sons

ロンドン

バーミンガム

レスター

ワイムズウォールド

タイズウェル

Northern Ireland

Scotland

Wales

England

Northern Ireland

Scotland

Wales

England

写真 1　 郊外・農村で散見される不動産販売の
看板（筆者撮影、以下同じ）
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3　 ルーラル・ジェントリフィケーションで
出現した農村の歴史保存活動
タイズウェルは、ピーク・ディストリクト

国立公園の内部に位置する農村で、近隣の都
市まで１時間程度で車通勤できることから、
移住者の人気は高い。村中心部には、1432年
に建てられた住宅が残っており、風情ある街
並みが保たれている。しかし、反都市化の流
れで村民の約半分が移住者となり、村の史料
が散逸することを危惧した住民らは歴史グル
ープを組織した。彼らは、村史の編さんや
DVDの制作といった記録に加え、使われなく
なった赤い公衆電話ボックスを景観の一部と
して残し、そこで、タイズウェルの歴史を音
声で聞くことができるようにした（写真５）。
このように、多様な農村景観を反都市化や

ルーラル・ジェントリフィケーションの枠組
みで切り取ると、地域間比較が可能になる。
日本とイングランド農村の景観を比較すると
どのようなことが言えるか、今後の課題とし
て考えてみたい。

（ただ　ただよし）

園へ脱出する）」が、02年以
降継続して英国放送協会
（BBC）で放映されているほ
どだ。
こうした反都市化の動き

の活発さは、農村の住民構
成に多様性をもたらしてい
る。住民は、農民だけでな
く、近郊の都市へ通勤する
人も多く、道中では、庭付
き住宅が居並ぶなかに高級
車が並ぶ景観が散見された
（写真２）。ちなみに、ワイ
ムズウォールドの中心部で
売物件の看板が出ていた住
宅は、土地付きで約4,000万円と、日本では考
えられないほど高額な販売価格であり、ルー
ラル・ジェントリフィケーションを垣間見る
ことができた。

2　反都市化の原動力である魅力的な農村
幹線道路では、直売所の看板が目に留まる

（写真３）。採れたての新鮮な野菜が容易に入
手できる魅力的な農村生活は、反都市化の原
動力の一つとなっているはずである。
そして、このような看板があれば、間もなく

牧草地や小麦畑などの広大な農地が眼前に広
がる。筆者が訪問したHawley J & Sons農場
の放牧地では、野鳥の生活環境や小川の植生
などを保全する環境配慮型の酪農・畜産が営
まれている（写真４）。また、この農場では風
力発電を自前で導入し、生乳の保冷や農場内
の施設に必要な電力の一部を供給している。
この発電に対し農場主は、収益改善だけでな
く二酸化炭素排出の削減にも貢献していると、
語った。この農場も農村の魅力度上昇に貢献
していると感じた瞬間であった。

写真 2　 高級車や庭付きの住居が
居並ぶ農村の中心部

写真 4　 環境配慮型の酪農・畜産が
営まれている農場

写真 3　 800m先に農家直売所がある

写真 5　 赤い電話ボックスと
タイズウェルの街並み
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最近の調査研究から 当社の定期刊行物に掲載された論文を紹介するコーナー

農林金融2019年11月号

農林金融2019年10月号
漁協における漁業自営の目的・意義と実態

（尾中謙治）

厳しい環境のなか、漁協は直接販売や加工事業

などの新規事業、既存事業の改善・経費削減、合

併などを通じて漁協経営の維持・拡大を図ろうと

している。漁協による漁業自営もその取組みのひ

とつである。漁協自営漁業は組合経営の財源確保

のほかに地域漁業の維持や雇用創出、新たな漁業

の担い手などの役割も期待できるが、一方で漁協

自営漁業は漁業者と競合する可能性もあり、経営

上のリスクも伴い容易に取り組めるものではない。

本稿では漁協自営漁業の制度上の成立過程、そ

の概況および漁業種類ごとの実態を整理し、漁協

自営漁業の目的・意義を検討する。それによって、

新たな事業を模索している、もしくは漁協自営に

取り組もうと考えている漁協などの参考に資する

ことを目指す。

漁網会社の経営革新と定置網漁業
（植田展大）

漁網会社は、漁業者のニーズを事業に取り込む

ことで時代の変化に対応してきた。特に定置網漁

業の分野では、従来は漁業者にとっての資材供給

元の 1つにすぎなかった漁網会社が、漁場の活用

方法の提案、網の設計や敷設・仕立て・修繕の請

負、後継者の育成、経営の行き詰まった漁場の再

建や休漁漁場の活用、販売先の確保等、様々な事

業を担い、同時に漁業者も漁網会社に作業の一部

を委ねて、資源や人口減少、魚価の低下、技術の

断絶といった逆境下での操業を可能にしている。

本稿では、漁網会社がオイルショック以降、定

置漁業者の行ってきた作業を代替することで事業

範囲の拡大を進めてきた過程を明らかにしたうえ

で、顕在化しつつある課題についても可能な範囲

で指摘したい。

地域内での連携による新規参入支援と
農協の役割

（長谷　祐）

本稿は、農協も含めた地域内の様々な関係機
関・主体が連携した新規参入支援に焦点を当て、
連携による効果と農協が果たす役割、連携体制の
あり方について整理することを目的とした。
連携の効果については、新規参入支援を複数の

主体で担うことによって、支援内容を充実させて
いることが明らかとなった。
また、農協は経済事業だけでなく、支援体制の

構築・充実についてもその役割を果たしている。
連携体制については、農業者グループの形成や

研修を担う主体によって、支援の方向性や役割分
担にも相違が見られることが示唆された。
新規参入支援は地域農業の担い手を確保・育成

する取組みであり、農協の経営・事業にも資する
ものであるといえよう。

農協における部門横断的な
情報共有体制と事業間連携

（藤田研二郎）

今日、総合事業性の発揮や利用者目線での事業
運営、ビッグデータの活用が重要になるなかで、
本稿では総合農協における部門横断的な情報共有
体制と、それにもとづく事業間連携のあり方につ
いて検討した。
全国的な農協の動向と 4つの取組事例の検討か

ら、今後、部門間の情報共有体制を構築するうえ
でのポイントとして、まずシステム面での情報共
有におけるコストへの対応、日々の業務のなかで
の職員の習慣化、システムの活用を定着させるた
めの定期的な研修が必要となる。また、共有され
た情報の活用方法については、多様な利用者のニ
ーズに対応するなかで、農協内での包括的な事業
間連携や地域の外部事業者におよぶ連携等のさま
ざまな展開可能性をもつ。
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最近の調査研究から 当社の定期刊行物に掲載された論文を紹介するコーナー

金融市場

農林金融2019年11月号

農林金融2019年10月号
漁業法の変更と都道府県の水産行政

（田口さつき）

2018年12月に成立した「漁業法等の一部を改正

する等の法律」では、水産行政における国および

都道府県の業務が大幅に増した。しかし、05年以

降、総務省「新地方行革指針」に基づき、都道府

県の職員数の削減が進められた。その結果、海面

のある都道府県の総水産職員数は、05年の6,492人

から18年現在5,226人と、大幅に減少した。また、

都道府県の機構や職員の配置における都道府県間

の差は大きい。加えて、都道府県議会で新たに導

入される制度などへの議論もあまり深まっていな

い。このようななか、「水産政策の改革」の実現が

すでに始まっており、都道府県は焦眉の急で準備

作業を行わなければならない。

（情勢）

2017年度における農協の経営動向
（草野拓司）

本稿では、主に、農林水産省「総合農協統計表」
に基づいて、2017年度の農協の経営動向を振り返
った。
事業利益については、人件費をはじめとする事

業管理費を削減したものの、事業総利益の落ち込
みが大きく、 2年連続の減少となった。
また、16年の農協法改正により、原則として理

事の過半数を認定農業者・農産物販売のプロとす
ることとなり、17年度調査に役員構成の設問が加
わった。理事に占める認定農業者等の割合は 7割
強、経営管理委員では 5割強といずれも半数を超
えており、対応が進んでいることが分かった。
全体として職員数が減少するなかで販売事業職

員は増加しており、経営資源を営農経済事業にシ
フトさせる兆しとみることもできるだろう。

潮流 　厳しい運営が迫られる日本の経済政策
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持続可能な森林経営には森林情報の整備と連携が必要

宮崎県森林組合連合会 代表理事会長　長友幹雄

の推進が予算の柱となっています。起きてい
る課題に対する対策だけではなく（もちろんこ
れは解決に向けて取り組まなければならないの
ですが）、これからの森林・林業のあるべき姿
を示し、取り組もうとしていることは評価で
きると思います。
「林業イノベーション」に関しては、森林情
報のデジタル化とICT利用の拡大を期待して
います。基本情報となる地籍調査の精度や個
人情報保護などのハードルはあるものの、森
林情報を都道府県単位で一元管理し、ヨーロ
ッパ並みに開示されることを望んでいます。
そのことが、ひいては問題となっている誤
伐・盗伐の防止にもつながるのではないでし
ょうか。
私は、森林組合に身を置いています。森林

組合は、林産事業に加え、造林や森林整備事
業も行っており、常に林業に関する課題と直
面しています。しかも協同組合という性格上、
経営判断をして、それを実行に移すまでに時
間がかかり、事業に広がりを持たせることが
容易ではありません。
そのことを考えると、今後は、「連携」がキ

ーワードとなり、その必要性が増してくるよ
うに思われます。異業種はもちろんですが、
行政との連携、JAなど協同組合間の連携、個
人事業者との連携、あるいは、森林組合同士
の連携に事業の広がりを持たせるヒントがあ
るように感じます。もう既にそうしている森
林組合もあり、実績を上げています。
課題山積の林業界ですが、足元だけにとら

われず、少し先も見ながら、希望をもって仕
事をしていきたいと思います。

（ながとも　みきお）

先人たちの並々ならぬ努力による造林のお
かげで、国内の人工林資源は充実し、現在の
私たちは、その恩恵にあずかっています。
地域によって林業形態に違いはあります

が、私の住む宮崎県では、国産材需要の高ま
りを背景とした大型製材工場や木質バイオマ
ス発電所の稼働、原木の海外輸出などにより、
他県に先駆けて皆伐が進み、2018年のスギ素
材生産量は約179万㎥にのぼり、28年連続して
日本一となっています。
温暖な気候から成長が良く、植栽から40年

程度で皆伐ができる環境にあるとはいえ、以
前も造林作業の厳しさは変わらなかったはず
で、先人の将来を思う気持ちには、頭が下が
るばかりです。
前述のとおり、宮崎県では現在、皆伐が盛

んに行われており、それに伴い、これまでに
なかった問題が顕在化していることは、皆様
ご承知のことと存じます。
特に、造林作業については、担い手が不足し

ており、伐採面積の増加とも相まって未植栽
地が増加しています。また、地域によっては地
籍調査が済んでおらず、境界の不明確さから、
誤伐や盗伐の報告件数が増加してきており、
有効な対策が打てないままとなっています。
その他にもさまざまな課題、問題を抱えて

おりますが、私ども林業関係者はその問題意
識を共有しており、国を始め、県や市町村及
び関係する団体等でも解決に向け取り組んで
いるところです。
さて、そのような状況の中ではありますが、

森林・林業・木材産業を取り巻く環境は大き
な変革期にあり、国においては、2020年度か
ら林業の成長産業化と「林業イノベーション」
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